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第１章 開発許可制度の概要 

１ 開発行為の制限（法第２９条） 

（１）開発行為の許可対象 
         区 域 
項 目 

市街化区域 市街化調整区域 

１ 
建築物を建築する目

的で行う開発行為 
開発区域が５００平方メートル

以上の場合 
面積による除外規定なし 

２ 
第一種特定工作物を

建設する目的で行う

開発行為 

３ 
第二種特定工作物を

建設する目的で行う

開発行為 
開発区域が１０，０００平方メートル以上の場合 

（２）許可を受けることを要しない開発行為 
  区域 
項目 

市 街 化 区 域 市 街 化 調 整 区 域 

１ 
  農林漁業の用に供する建築物及び農林漁

業従事者の住宅のための開発行為 
（法第２９条第１項第２号、政令第２０条） 

２ 

 公益上必要な建築物のうち開発区域及びその周辺の地域における適正かつ合理的

な土地利用及び環境の保全を図る上で支障がない建築物の建築の用に供する目的で

行う開発行為（表１参照） 
 （法第２９条第１項第３号、政令第２１条） 

３ 
 都市計画事業、土地区画整理事業、市街地再開発事業、住宅街区整備事業、防災街

区整備事業、公有水面埋立事業の施行として行う開発行為（法第２９条第１項第４号、

第５号、第６号、第７号、第８号、第９号） 
４  非常災害のため必要な応急措置として行う開発行為（法第２９条第１項第１０号） 

５ 

 通常の管理行為、軽易な行為として次の目的で行う行為 
 （法第２９条第１項第１１号、政令第２２条） 
（１）仮設建築物の建築、土木事業等に一時的に使用する第一種特定工作物の建設 
（２）車庫、物置等の附属建築物の建築 
（３）建築物の増築又は特定工作物の増設で、当該部分の床面積又は築造面積が１０

平方メートル以内であるもの 
（４）建築物の改築で用途の変更を伴わないもの又は特定工作物の改築をするもの 
（５）用途の変更を伴う改築で、当該部分の床面積が１０平方メートル以内であるも 

   の 
（６）市街化調整区域内居住者の日常生活上必要な物品の販売、加工、修理等を行う

店舗などで延べ面積が５０平方メートル以内（業務用に供する延べ面積が過半

であること）で開発区域の面積が１００平方メートル以内のものであり、市街

化調整区域内居住者が自ら営むもの 

６ 
 第二種特定工作物については、港湾法に規定する港湾環境整備施設、都市公園法に

規定する都市公園及び自然公園法に規定する公園事業施設等 
 
 





  

 

表１（公益上必要な建築物のうち開発区域及びその周辺の地域における適正かつ合理的な土地利

用及び環境の保全を図る上で支障がない建築物）（法第２９条第１項第３号、政令第２１条） 
 
区 分 施         設 根 拠 法 律 

交通、 
運輸施設 

料金徴収所、一般自動車ターミナル、操車場、自動車車庫、

主たる事務所、営業所、荷扱所、積卸施設、休憩・睡眠施

設 

道路法、自動車ターミ

ナル法、道路運送法 

駅舎、詰所、操車場、荷貨物集積所、車庫、修理工場、車

両製造、組立工場、プラットホーム 
鉄道事業法 
軌道法 

特別積合せ貨物運送の用に供する施設 
貨物自動車運送事業

法 

臨港交通施設、航行補助施設、荷さばき施設、旅客施設、

保管施設、船舶役務用施設、港湾公害防止施設等 
港湾法 

ターミナル、格納庫、航空保安施設、修理工場、組立整備

工場、燃料貯蔵施設、駐車場、管理事務所 航空法 

社会教育 
施設 

図書館、博物館、公民館 
図書館法、博物館法、

社会教育法 

通信施設 
電信電話局、送信施設、有線電話施設、送信補助施設、郵

便の業務の用に供する施設 
電気通信事業法等 
日本郵便株式会社法 

放送局、無線局、送信施設、送信補助施設 放送法 

公園施設 
倉庫、休憩所、遊戯施設、集会所、荷物預かり所、展望台、

簡易宿泊所、売店、軽飲食店、便所、管理事務所、ごみ処

理場 

都市公園法 
自然公園法 

その他の

公益上必

要な施設 
 

河川を構成する建築物 河川法 

事業用施設 
石油パイプライン事

業法 
輸送施設、航行補助施設、漁船漁具保全施設、補給施設、

漁業用通信施設、漁港厚生施設、漁獲物の処理保蔵加工施

設（漁港内に限る）等 
漁港漁場整備法 

海岸保全施設 海岸法 

気象台、天文台、測候所、地震観測所、その他の補助施設 気象業務法 

発電所、変電所、送電所、発電送電用補助施設 電気事業法 

ガス製造施設、ガス精製施設、ガス貯蔵施設、ガス供給施

設、補助施設 
ガス事業法 

取水施設、貯水施設、導水施設、浄水施設、送排水施設、

補助施設 
水道法、工業用水道事

業法 

汚水処理施設、下水道処理施設、放水施設 下水道法 

 
 





  

 

表１（公益上必要な建築物のうち開発区域及びその周辺の地域における適正かつ合理的な土地利

用及び環境の保全を図る上で支障がない建築物）（法第２９条第１項第３号、政令第２１条） 
 
区 分 施         設 根 拠 法 律 

その他の

公益上必

要な施設 

水防用施設 水防法 

公共職業能力開発施設、職業能力開発総合大学校 職業能力開発促進法 

火葬場 
墓地、埋葬等に関する

法律 

と畜場 と畜場法 

化製場、死亡獣畜取扱場 化製場等に関する法

律 

公衆便所、し尿処理施設、ごみ処理施設 廃棄物の処理及び清

掃に関する法律 

浄化槽である建築物 浄化槽法 

中央卸売市場、地方卸売市場、地方公共団体が設置する市

場 
卸売市場法 

住宅地区改良事業による施設 住宅地区改良法 

研究所、試験所、その他(市が加わる一部事務組合等のもの
を含む)の事務・事業用施設 

地方自治法 

原子力の基礎的研究、応用研究の業務用施設 
核燃料サイクルを技術的に確立するために必要な業務用施

設 

独立行政法人日本原

子力研究開発機構法 

水資源開発施設である建築物 
独立行政法人水資源

機構法 

宇宙航空研究開発機構の業務用施設 
独立行政法人宇宙航

空研究開発機構法 

新エネルギー・産業技術総合開発機構の業務用施設 
 
石油代替エネルギーの開発及び導入の促進業務用施設 

独立行政法人新エネ

ルギー・産業技術総合

開発機構法 
非化石エネルギーの

開発及び導入の促進

に関する法律 

 
※ 表に掲載されているものは一例であり、公益上必要な建築物に該当するかどうかは個別に判

断する。 
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２ 開発許可事務の流れ概要図（市街化区域） 

 
   
 
 
                     
                                
                               
                            
 
 
                            
                           
 
 
                         
 
            
 
 
 
 
 
               
                        
 
                                 
 
 
 
 
                                                      
                                     
 
 
                         
 
 
                           
 
                            
                                      
 
 
 
                                    

環境影響評価条例に

基づく協議 

公共施設の管理者の

同意・協議 

開発審査会への

審査請求 
不許可 審 査 

許 可 

 
建築制限解除申請 

建築確認申請  

審 査 

承 認 

事前相談  

許可申請  

工事着手  

変更許可申請等 

審 査 不許可 開発審査会へ
の審査請求 

許 可 

工事完了  

完了検査  

適 合 

検査済証交付
工事完了公告 

建築確認申請 

不適合 

開発登録簿に登録 

平塚市まちづくり条

例に基づく協議 

（一定規模以上） 

（法３２条） 

（法２９条） 

（法３３条） 

（法５０条） 

（法３５条） 
（法３５条） 

（着手届提出） 

止むを得ず建築工事と 
並行するもの(法３７条) 

（法３５条の２） 

（法３５条） （法５０条） 

（法３５条） 

（法３６条） 

（完了届提出） 
（法４６条） 
（法４７条） 

（完了図添付） 
（法３６条） 

（法３６条） 
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都市計画法第３４条の２（開発許可の特例） 

国又は都道府県、指定都市等が行う開発行為に係る開発協議事務の流れ概要図 

 
 
   
 
 
                     
                                
                               
                            
 
 
                            
                           
 
 
                         
 
            
 
 
 
 
 
               
                        
 
                                 
 
 
 
 
                                                      
                                     
 
 
                         
 
 
                           
 
                            
                                      
 
 

環境影響評価条例に

基づく協議 

公共施設の管理者の

同意・協議 

開発審査会への

審査請求 
不同意 審 査 

同 意 

 
建築制限解除申請 

建築確認申請  

審 査 

承 認 

事前相談  

協議申出  

工事着手  

変更協議申出等 

審 査 不同意 開発審査会へ
の審査請求 

同 意 

工事完了  

完了検査  

適 合 

検査済証交付
工事完了公告 

建築確認申請 

不適合 

開発登録簿に登録 

平塚市まちづくり条

例に基づく協議 

（一定規模以上） 

（法３２条） 

（法３４条の２第１項） 

（法３３条） 

（法５０条） 

（法３５条） 
（法３５条） 

（着手届提出） 

止むを得ず建築工事と 
並行するもの(法３７条) 

（法３５条の２） 

（法３５条） （法５０条） 

（法３５条） 

（法３６条） 

（完了届提出） 
（法４６条） 
（法４７条） 

（完了図添付） 
（法３６条） 

（法３６条） 
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３ 開発許可事務の流れ概要図（市街化調整区域） 

 
 
 
 
                          
 
 
 
 
                            
 
 
 
                      
 
 
                     
 
 
 
 
 
 
                              
 
 
                      
 
 
                                       
                                       
 
                         
 
 
                    
 
 
 
                               
 
 
 
 
 

環境影響評価条例に

基づく協議 

土地利用調整条例 

事前相談  

公共施設の管理者の

同意・協議 

開発許可申請 

開発審査会の議 審 査 

許 可 

審 査 

許 可 

市街化区域と同様の手続き 

農地法及び農業振興地域の整

備に関する法律に基づく協議 

平塚市まちづくり条例

に基づく協議 

（一定規模以上） 

（一定規模以上） 

（農地及び農振農用地） 

開発行為のあるもの 開発行為のないもの 

（法２９条） （法４３条１項） 

建築許可申請 

法３４条１４号 令３６条１項３号ホ 

（令３６条） （法３５条） 
不許可 

（法３５条） （法３５条） 

（法３３条） 
（法３４条） 

（法５０条） 

建築確認申請 

開発審査会へ

の審査請求 

（法３２条） 
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都市計画法第３４条の２（開発許可の特例） 

国又は都道府県、指定都市等が行う開発行為に係る開発協議事務の流れ概要図 

 
 
 
                          
 
 
 
 
                            
 
 
 
                      
 
 
                     
 
 
 
 
 
 
                              
 
 
                      
 
 
                                       
                                       
 
                         
 
 
                    
 
 
 
                               
 
 
 
 
 

環境影響評価条例に

基づく協議 

土地利用調整条例 

事前相談  

公共施設の管理者の

同意・協議 

開発協議申出 

開発審査会への報告 

審 査 

同 意 

審 査 

同 意 

市街化区域と同様の手続き 

農地法及び農業振興地域の整

備に関する法律に基づく協議 

平塚市まちづくり条例

に基づく協議 

（一定規模以上） 

（一定規模以上） 

（農地及び農振農用地） 

開発行為のあるもの 開発行為のないもの 

（法３４条の２第１項） （法４３条３項） 

建築協議申出 

法３４条１４号 令３６条１項３号ホ 

（令３６条） （法３５条） 
不同意 

（法３３条） 
（法３４条） 

（法５０条） 

建築確認申請 

開発審査会へ

の審査請求 

（法３２条） 





  

 

第２章 用語の解説及び取扱い 

１ 用語の解説 

 この用語の解説は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下「法」という。）の開発許可

制度の適正な運用を図ることを目的に、別に定める基準において使用される主な用語について、

その内容の解説を示したものです。 
 
１ 市街化調整区域に関する都市計画の決定の日 
 市街化調整区域に関する都市計画の決定の日とは、都市計画区域について無秩序な市街化を防

止し、計画的な市街化を図るため市街化区域と市街化調整区域との区分が定められた昭和４５年

６月１０日又は当該都市計画の変更により新たに市街化調整区域となった日をいう。 
（法第７条第１項） 

 
２ 建築物 
 建築物とは、土地に定着する工作物のうち、屋根及び柱若しくは壁を有するもの(これに類する
構造のものを含む。)、これに附属する門若しくは塀、観覧のための工作物又は地下若しくは高架
の工作物内に設ける事務所、店舗、興行場、倉庫その他これらに類する施設（鉄道及び軌道の線

路敷地内の運転保安に関する施設並びに跨線橋、プラットホームの上家、貯蔵槽その他これらに

類する施設を除く。）をいい、建築設備を含むものをいう。 
（法第４条第１０項、建築基準法第２条第１号） 

 
３ 仮設建築物 
 仮設建築物とは、短期間に除去しなければならない建築物で建築基準法（昭和２５年法律第２

０１号）第８５条の許可を受けたもの又は工事を施工するために現場に設ける事務所、資材倉庫

等の建築物をいう。 
（建築基準法第８５条） 

 
４ 建 築 
 建築とは、建築物を新築、増築、改築又は移転するものとし、次に掲げるいずれかに該当する

ものをいう。 
（１）新築とは、新たに建築物を建築するもので増築、改築及び移転に該当しない建築をいう。 
（２）増築とは、既存の建築物の床面積を増加させることをいい、次に掲げるいずれにも該当す

るものをいう。ただし、増築後の延べ面積が従前の１.５倍を超えないもので、地上３階以
下かつ最高の高さ１０メートル以下（最高の高さが１０メートルを超えている場合であっ

ても、増築の規模が既存の建築物に対して著しく小さく、増築部分が既存の建築物の最高

の高さ以下であり、かつ建築基準法第５６条の２の適合するものについてはこの限りでは

ない。）のものは許可が不要として取扱うものとする。 
  ア 既存の建築物と同一の敷地内で建築されるもの 
  イ 既存の建築物と用途上不可分の建築物の建築であるもの 
  ウ 用途の変更を伴う場合 
  （ア） 市街化区域においては、用途地域に適合しているもの 
  （イ） 市街化調整区域においては、許可を得られる見込みであるもの 
（３）改築とは、建築物の全部又は一部を除去し、同一用途で建て直すことをいう。ただし、改

築のうち次に掲げるいずれにも該当するものは、法第４２条第１項ただし書の許可及び法

第４３条第１項の許可が不要として取扱うものとする。 
  ア 従前の建築物と同一の敷地内において建築されるもの 
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  イ 改築後の延べ面積が従前の１.５倍を超えないもので、地上３階以下かつ最高の高さ１０       
メートル以下のもの 

（４）建替えとは、改築のうち、前号の許可不要として取扱うもの以外の改築をいう。 
（５）移転とは、同一敷地内で建築物を解体しないで別の位置に移すことをいう。 

（法第４条第１０項、同法第４２条第１項ただし書、同法第４３条第１項、 
同法施行令第２２条、同法施行令第３５条、建築基準法第２条第１３号） 

 
５ 用途の変更 
 用途の変更とは、建築物の使用目的の変更をいう。ただし、法第４２条及び第４３条の規定の

運用にあたっては、これらの規定でいう「用途の変更」とは次の行為とする。 
（１）市街化調整区域において建築された農業を営む者の住宅、農家等の分家住宅、法第３４条

第１３号に基づく届出を受けた建築物を譲渡するなど一身専属性の解除を行うこと 
（法第４２条第１項、同法第４３条第１項、同法施行令第２２条、同法施行令第３５条） 

 
６ 特定工作物 
特定工作物とは、法第４条第１１項で規定されているものをいい、主に次に掲げるものをいう。 

（１）第一種特定工作物 
    コンクリートプラント、アスファルトプラント、クラッシャープラント及び危険物の貯蔵

又は処理に供する工作物 
（２）第二種特定工作物 
    ゴルフコース又はミニゴルフコース、打席が建築物でない打放しゴルフ練習場、野球場、

庭球場、陸上競技場、遊園地、動物園、観光植物園、サーキット場その他の運動・レジャ

ー施設及び墓園、ペット霊園で、その規模が１ヘクタール以上のもの 
（法第４条第１１項、同法施行令第１条） 

（建築基準法別表第二、同法施行令第１１６条第１項） 
 
７ 開発行為 
 開発行為とは、主として建築物の建築又は特定工作物の建設の用に供する目的で行う土地の区

画・形・質の変更で、次の各号のいずれかに該当する行為をいう。 
（１）区画の変更 
    従来の敷地の変更を行うものをいう。ただし、分合筆等単なる権利区画の変更又は建築基

準法第４２条第２項の規定による道路（以下「２項道路」という。）の中心線から２メート

ルの後退等に係るもの及び従来の敷地の境界変更に伴い、公共施設のうち公園、緑地、広

場、道路及び下水道の整備の必要がないと認められる場合は開発行為に該当しないものと

して取扱う。 
（２）形の変更 
   土地に切土、盛土又は一体の切盛土を行うもので、次のいずれかに該当する行為（建築物

の建築自体と不可分な一体の工事と認められる基礎打ちや土地の掘削等、２項道路の後退

に関する掘削等、道路からの進入路としての局部的なスロープ又は階段の設置（高さ２メ

ートル以下及び幅６メートル以下のものに限る。）及び既存擁壁を従前と同じ構造かつ同じ

位置で造り替えるものを除く。）をいう。 
  ア 高さ２メートルを超える切土又は高さ１メートルを超える盛土を行うもの 
  イ 一体の切盛土で高さ２メートルを超えるもの 
  ウ 前記ア及びイ以外で、３０センチメートルを超える切土、盛土又は一体の切盛土（市街

化区域内で当該行為を行う土地の面積の合計が５００平方メートル未満の場合は除く。）

を行うもの 





  

 

（３）質の変更 
   農地（農地法（昭和２７年７月１５日法律第２２９号）第４条、第５条又は第７３条の規

定により転用が制限される土地）や山林等宅地以外の土地を建築物の敷地又は特定工作物

の用地とするものをいい、ここで｢宅地以外の土地｣とは、次の各号のいずれかに該当する

土地以外の土地をいう。 
  ア 現に建築物（仮設建築物及び違反建築物の敷地は除く。）が存する土地 
  イ 土地の登記事項証明書の地目が「宅地」である土地で、現在、農地や山林として利用さ

れていない土地 
  ウ 固定資産課税台帳の現況課税地目が、「宅地」である土地で、現在、農地や山林として利

用されていない土地 
  エ 従前、建築物の敷地として利用されていた土地で、現在、農地や山林として利用されて

いない土地 
  オ 建築物の敷地又は特定工作物の用地として造成された土地（緑地、未利用地などは除く。）

で、次のいずれかに該当する土地 
（ア） 法に基づく開発行為の許可を受け、工事の完了公告がされた土地 

   （イ） 旧住宅地造成事業に関する法律（昭和３９年法律第１６０号）によって許可を受

け、工事の完了公告がされた土地 
（ウ） 土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）に基づく認可を受け、換地処分の

公告がなされた土地 
（エ） 法第２９条第１項第４号、第６号、第７号、第８号又は第９号に該当する開発行

為が終了した土地 
（オ） 宅地造成等規制法（昭和３６年法律第１９１号）に基づく許可を受け、工事完了

の検査済証の交付がされた土地 
（カ） 建築基準法に基づく道路位置指定が行われた際に、道路と一体に造成された土地 

（法第４条第１２項） 
 
８ 敷 地 
 敷地とは、一の建築物又は用途上不可分の関係にある二以上の建築物のある一団の土地をいう。 

（建築基準法施行令第１条第１号） 
 
９ 形態制限 
 形態制限とは、市街化調整区域における法第４１条及び法第７９条の制限又は条件をいい、具

体については、提案基準で個別に規定するもののほか「建築物の形態制限に関する共通基準」に

よる。 
 
10 「おおむね」規定 
 「おおむね」を冠した数値は、個別に規定されているものを除き、その２０パーセントに当た

る数値を加えたものを上限とし、減じたものを下限とした範囲内の数値とする。 
 
11 農業を営む者等 
 （１）「農業を営む者」とは、農業委員会が発行する農地基本台帳登載証明書を参考のうえ、次

のいずれかに該当するものをいう。 
  ア １０アール以上の農地について業務を営む者 
  イ 自らの生産する農産物の販売により年５万円以上の収入がある者 
  ウ 農業生産法人の構成員で、次のいずれかに該当する者 
  （ア） その法人の業務に必要な農作業に主として年間６０日以上従事する者 
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  （イ） その法人に１０アール以上の農地について所有権若しくは使用収益権を移転又は使

用収益権に基づく使用及び収益をさせている者で、その法人の業務に必要な農作業

に主として従事する者 
 （２）「農業に従事する者」とは、次のいずれかに該当するものをいう。 
  ア 法第２９条第１項第２号にいう「農業を営む者」に雇用されているもので、農業委員会

等に関する法律（昭和２６年法律第８８号）第８条に規定する農業委員の選挙権を有し、

同法第１０条の規定による農業委員会選挙人名簿に登録（当該選挙人名簿に登録されて

いても、現に会社勤務等専ら他の業務に従事していることが明らかな場合は除く。）され

ている者 
  イ 前記アに該当しない者で、明らかに農業に従事すると認められる者 
 
12 整備済団地 
  整備済団地とは、次のいずれかに該当するものとする。 
（１）法に基づく開発行為の許可を受け、工事の完了公告がされた土地 
（２）旧住宅地造成事業に関する法律によって認可を受け、工事の完了公告がされた土地 
（３）土地区画整理法に基づく認可を受け、換地処分の公告がされた土地 
（４）法第２９条第１項第４号、第６号、第７号、第８号又は第９号に該当する開発行為が終了 

した土地 
（５）建築基準法に基づく総合設計制度又は法に基づく特定街区制度の適用を受けて行われるも

ので、歩道状の公開空地等が主要な前面道路に沿い、当該前面道路に接する敷地全長にわ

たって適切に確保されている土地 
 
13 「自己居住用」、「自己業務用」、「自己用外」の判断について 
（１）自己居住用 

「自己の居住の用に供する」とは、開発行為を施行する主体が自らの生活の本拠として使

用することをいう趣旨であるので、当然自然人に限られることとなり、会社が従業員宿

舎の建設のために行う開発行為、組合が組合員に譲渡することを目的とする住宅の建設

のために行う開発行為は、これに該当しない。 
（２）自己業務用 
「自己の業務の用に供する」とは、当該建築物内において継続的に自己の業務に係る経済活

動が行われることであり、また、文理上この場合は住宅を含まないので、分譲又は賃貸の

ための住宅の建設又は宅地の造成のための開発行為は該当しないことはもちろん、貸事務

所、貸店舗等も該当しない。 
具体例・・・ホテル、旅館、結婚式場、中小企業等協同組合が設置する組合員の事業に関

する共同施設、企業の従業員のための福利厚生施設 
（３）自己用外 

自己居住用及び自己業務用以外が自己用外となるが、自己業務用と自己用外が併用される

場合においては、例えば賃貸する自己用外の部分がごく小規模で付随的と認められる場合

を除き、自己用外の開発行為に該当する。また、自己業務用に利用することを目的とした

開発であっても当該開発区域内に寮若しくは社宅等（著しく小規模なものは除く。）の自己

用外の建築物を建築する場合の開発行為は、自己業務用には該当しない。 
   具体例・・・分譲住宅、賃貸住宅、貸事務所、貸店舗 

（開発許可制度運用指針Ⅰ－６－１０（２）（３）） 
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第３章 市街化調整区域内における基準 

 
１ 「都市計画法第３４条第１号」の運用基準 

 
 都市計画法第３４条第１号は、市街化調整区域といえども、そこに居住している者の日常生活

が健全に営まれるよう配慮することが必要であるとの趣旨に基づき、この要請に応えるため､公益

上必要な建築物又は日常生活に必要な物品の小売店舗等(以下これらを「店舗等」という。）を許
可し得ることとしたものである。したがって、店舗等については、立法趣旨を厳格かつ慎重に解

釈し運用するものとし、次の要件を満たすものについて認めるものとする。 
 
（適用対象） 
１ 当該申請にかかる建築物の用途は、表２に掲げるもので、日常生活上必要と認められる店舗 
等であること。なお、小売業及び飲食店における業種の判定は、当該店舗における主要な販売 
品目により行うものとする。 

 
（立地基準） 
２ 申請地は、原則として既存集落内又はその周辺にあり、次に掲げる各要件に適合すること。 
（１）申請地を中心とした半径３００メートルの区域がすべて市街化調整区域で、かつ、当該市

街化調整区域内に５０戸以上の既存集落が存在すること。 
（２）申請地の主要な出入口が現況幅員４メートル以上の日常生活における主要道路に面してお

り、かつ、当該主要道路に敷地外周の７分の１以上が接していること。 
（３）敷地面積は、１５０平方メートル以上４００平方メートル以下とすること。 
（４）申請地には、本市の土地利用計画等に支障のある区域を含まないこと。 
    
（施設基準） 
３ 建築物等の規模は、次に掲げる各要件に適合すること。 
（１）建築物の延べ面積は、２００平方メートル以下とすること。 
（２）建築物は、平屋建てとすること。 
（３）建築物は、平面図及び立面図から判断して明らかに店舗等と認められるものであること。 
（４）建築物に店舗等の管理目的で宿直室又は休憩室等を併設する場合には、当該宿直室又は休

憩室の部分は２５平方メートル以下とすること。 
（５）当該建築物の敷地内の緑地については、他法令等により確保すること。 
 
（その他） 
４ その他、次に掲げる各要件に適合すること。 
（１）店舗等の経営は、申請者が行うこと。 
（２）申請者がその店舗等を開設するのに必要な相当の資格を有すること。ただし、申請者と有

資格者とが共同で経営する場合又はこれに準ずる場合で、有資格者が店舗等の経営及び運

営に継続的に参加することが確実である場合は、この限りでない。 
（３）店舗等の開設にあたっての資金計画書、経営の収支計画書及びそれにかかる予定対象顧客

戸数調査書から判断して明らかに経営の継続性があると認められるものであること。 
（４）申請地は、申請者が所有する土地であること。ただし、相当期間の借地権が設定された借

地であることが確実である場合は、この限りでない。 
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表２（日常生活に必要な店舗等の業種等） 
 
適用業種 業務の説明 大 分 類 中 分 類 細分類番号 
食堂、レストラン

（専門料理店を除

く） 

主として主食となる各種

の料理品をその場所で飲

食させる事業所 

宿泊業、飲食サー

ビス業（Ｍ） 
飲食店 
（７６） 
 
 

７６１１ 

日本料理店 主として特定の日本料理

（そば、うどん、すしを

除く）をその場所で飲食

させる事業所 

７６２１ 
 

中華料理店 主として中華料理をその

場所で飲食させる事業所 
７６２３ 
 

ラーメン店 主としてラーメンをその

場所で飲食させる事業所 
７６２４ 

焼肉店 主として焼肉（自ら網で

焼くもの）をその場所で

飲食させる事業所 

７６２５ 

その他の専門料理

店（西洋料理店、

スパゲティ店、カ

レー料理店等） 

主として他に分類されな

い特定の料理をその場所

で飲食させる事業所 

７６２９ 

そば・うどん店 主としてそばやうどんな

どをその場所で飲食させ

る事業所 

７６３１ 

すし店 主としてすしをその場所

で飲食させる事業所 
７６４１ 

各種食料品小売業

（スーパーマーケ

ット） 

主として各種食料品を一

括して一事業所で小売す

る事業所 

卸売業、小売業 
（Ｉ） 

飲食料品小売業 
（５８） 

５８１１ 

コンビニエンスス

トア（飲食料品を

中心とするものに

限る） 

主として飲食料品を中心

とした各種最寄り品をセ

ルフサービス方式で小売

する事業所で、店舗規模

が小さく、終日又は長時

間営業を行う事業所 

５８９１ 

調剤薬局 主として医師の処方せん

に基づき医療用医薬品を

調剤し、販売又は授与す

る事業所 

 その他の小売業

（６０） 
６９３３ 

農業用機械器具小

売業 
主として農業用機械器具

を小売する事業所 
 ６０４１ 
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無床診療所 患者を入院させるための

施設を有しないで、医師

が医業を行う事業所 

医療、福祉（Ｐ） 医療業 
（８３） 

８３２２ 

歯科診療所 患者を入院させるための

施設を有しないで、歯科

医師が歯科医業を行う事

業所 

８３３１ 

助産所 助産師がその業務（病院

又は診療所において行う

ものを除く）を行う事業

所 

８３４１ 

あん摩マッサージ

指圧師・はり師・

きゅう師・柔道整

復師の施術所 

あん摩マッサージ指圧

師、はり師、きゅう師及

び柔道整復師がその業務

を行う事業所 

８３５１ 

自動車一般整備業 自動車の整備修理を総合
的に行う事業所 

サービス業（他に

分類されないも

の）（Ｒ） 

自動車整備業 
（８９） 

８９１１ 

かじ業（農業用器

具修理業に限る） 
主として注文で手工鋳

造、その他のかじ業を行

う事業所 

機械等修理業 
（９０） 
 
 

９０９４ 

理容業 主として頭髪の刈り込

み、顔そりなどの理容サ

ービスを提供する事業所 

生活関連サービ

ス業、娯楽業 
（Ｎ） 

洗濯・理容・美

容・浴場業 
（７８） 

７８２１ 

美容業 主としてパーマネントウ

ェーブ、結髪、化粧など

の美容サービスを提供す

る事業所 

７８３１ 

郵便局 
（日本郵便株式会

社法に規定される

もの） 

郵便窓口業務、印紙の売

りさばき及びそれらの業

務に附帯する業務を行う

事業所 

   

 
業種分類は、日本標準産業分類（平成２６年４月１日施行 総務省）に基づくものです。 
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「都市計画法第３４条第１号」の立地基準参考図 

 
《面積の考え方》 
 ＊ 申請地を中心とした半径３００メートルの区域内において 
   ① すべて市街化調整区域であること。 
   ② ５０戸以上の既存集落があること。 
 
    
 
                         
                       
 
                                            ｒ=300m 
                         
  
                    
                            
                                             申請地 
  
 
  
 
 
 
 
《接道方法》 
                ＊ 「主要道路に敷地外周の１／７以上が接してい 
                 ること。」は、次式によります。 
 
主 
要 
道 
路            Ｂ 
 
 
     

Ａ   申請地   Ｃ 
 
     現況幅員 
     4m以上    Ｄ 

Ａ ≧ 
Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ 
   ７ 

 
 

  市街化調整区域 Ａ 
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２ 「都市計画法第３４条第７号」の運用基準 

 
 都市計画法第３４条第７号に規定する市街化調整区域内の既存の工場における事業と密接な関

連を有する事業の用に供する建築物等で、これら事業活動の効率化を図るため市街化調整区域内

において特別の必要があるものとして建築等をする場合は、次の要件を満たすものについて認め

るものとする。 
 
（適用対象） 
１ 密接な関連を有するとは、人的関連や資本的関連を含まず、次に掲げる各要件に適合するこ 
と。 

（１）市街化調整区域内に立地する既存工場に対して自己の生産物の５０パーセント以上を原料

又は部品として納入しており、かつ、それが既存工場の生産物のおおむね５０パーセント

以上を占めていること。又は、市街化調整区域内に立地する既存工場に対して自己の生産

物の原料又は部品の５０パーセント以上を依存しており、かつ、それが既存工場の生産物

のおおむね５０パーセント以上を占めていること。 
（２）上記（１）の関連が過去３年間以上継続しており、かつ、今後も取引の継続性が確保され

ていること。 
（３）事業相互の輸送等における効率化が図られるものであること。 
 
（立地基準） 
２ 立地については、次に掲げる各要件に適合すること。 
（１）当該建築物等は、製品及び資材の搬入及び搬出並びに品質管理を効果的に行うため、既存

工場からおおむね１キロメートル以内にあること。 
（２）申請地は、現況幅員６メートル以上（以下「主要道路」という。）の道路に接していること。 
（３）建築物等敷地は、主要道路に敷地外周の７分の１以上が接していること。 
（４）申請地には、本市の土地利用計画等に支障のある区域を含まないこと。 
 
（施設基準） 
３ 建築物等は、次に掲げる各要件に適合すること。 
（１）当該建築物等の敷地面積及び延べ面積は、既存工場の敷地面積及び延べ面積を上回るもの

でないこと。 
（２）当該建築物の敷地内の緑地については、他法令等により確保すること。 
 
（その他） 
４ 当該建築物等の市街化調整区域内への立地に関し、既存工場が要望をしていること。 
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３ 「都市計画法第３４条第９号」の運用基準  

 
 都市計画法第３４条第９号の規定により都市計画法施行令（昭和４４年政令第１５８号）第２

９条の７で定めるもののうち、道路の円滑な交通を確保するために設けられるドライブイン等の

休憩所又は給油所等（以下「沿道施設」という。）は、当該市街化調整区域内に建築することがや

むを得ないと認められるもので、次の要件を満たすものについて認めるものとする。 
 
（適用対象） 
１ 当該申請にかかる建築物の用途は、次に掲げるもので、沿道サービス上必要と認められる沿 
道施設であること。 

（１）ガソリンスタンド 
（２）自動車用液化石油ガススタンド 
（３）自動車用天然ガス燃料供給施設 
（４）水素スタンド 
（５）自動車用充電設備施設 
（６）食堂、ドライブイン、喫茶店及びこれに付帯する物産品売場 
（７）コンビニエンスストア（日本標準産業分類表細分類５８９１（平成２６年４月１日施行）） 
  
（立地基準） 
２ 申請地は、次に掲げる各要件に適合すること。 
（１）沿道サービスの対象路線は、次に掲げる道路とする。 
  ア 国道 
  イ 県道 
ウ 幹道１２号古川線、幹道１５号吉沢・土屋線、幹道２２号真土・金目線、幹道２７号八

幡神社・土屋線及び幹道４９号豊田・岡崎線 
（２）当該申請にかかる建築物敷地は、上記２（１）に規定する道路に敷地外周の７分の１以上

が接していること。 
（３）敷地面積は、１，０００平方メートル以上とすること。 
（４）予定建築物と同一の機能を有する既存施設の敷地及び市街化区域（予定建築物が立地不可

能な用途地域を除く。）からの路線距離が５００メートル以上離れていること。 
（５）前号に規定する｢既存施設の敷地｣及び｢市街化区域｣は、沿道サービス対象路線に接し、か

つ、同一の車線であるものについて適用する。 
（６）申請地には、本市の土地利用計画等に支障のある区域を含まないこと。 
 
（施設基準） 
３ 建築物等は、次に掲げる各要件に適合すること。 
（１）上記１（１）から（５）までに規定する沿道施設の附属施設は、自動車等の軽微な修理及

び点検を行う範囲内であること。 
（２）上記１（６）及び（７）に規定する沿道施設は、収容人員４人に小型四輪自動車１台の割

合で算出した台数以上の駐車場が、当該建築物の敷地内に有効に確保されていること。 
なお、収容人員の算出が困難である場合は、当該建築物の敷地の過半の面積が駐車場であ

ること。 
（３）上記１（７）に規定するコンビニエンスストアにあっては、店内にテーブル及び椅子等が

備え付けてある７平方メートル以上の飲食ができる場所があること。（次頁参照） 
（４）建築物は、平屋建てとすること。 
（５） 建築物は、平面図及び立面図から判断して明らかに沿道施設と認められるものであること。 
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（６）建築物に沿道施設の管理目的で宿直室又は休憩室等を併設する場合には、当該宿直室又は

休憩室等の部分は２５平方メートル以下とすること。 
（７）当該建築物の敷地内の緑地については、他法令等の規定により確保すること。 
 
（その他） 
４ その他、次に掲げる各要件に適合すること。 
（１）沿道施設の開設にあたっての資金計画書、経営の収支計画書及びそれにかかる予定集客数

調査書から判断して、明らかに経営の継続性があると認められるものであること。 
（２）申請地は、申請者が所有する土地であること。ただし、相当期間の借地権が設定された借

地であることが確実である場合は、この限りでない。 
 
施設基準３（３）に規定する「店内にテーブル及び椅子等が備え付けてある７平方メートル以上

の飲食ができる場所」の参考例 
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４ 「市街化調整区域における都市計画法第３４条第１２号の規定による開発許可

等の基準に関する条例」について 

 
 「法第３４条第１２号」及び「令第３６条第１項第３号ハ」でいう「開発区域の周辺における

市街化を促進するおそれがないと認められ、かつ、市街化区域内において行うことが困難又は著

しく不適当と認められる開発行為」について、過去の開発許可等において適用頻度の高い平塚市

開発審査会提案基準包括承認基準を条例化し審査基準を定め運用する。したがって、本条例施行

に伴い平塚市開発審査会提案基準包括承認基準は廃止する。 
 
 本条例と関連する平塚市開発審査会提案基準との関係 
 
条例 

 
条例の内容 

 
関連する開発審査会提案基準 

 
第３条（１） 
第４条（１） 
 
（農家分家） 
 

 
 線引きの日前から土地を所有していた

農家等に属する土地所有者の親族が専用

住宅（敷地面積１５０平方メートル以上

４００平方メートル以下）を建築するこ

とを目的とした開発行為〈建築行為〉 
 

 
 
 
提案基準３ 
（農家等の分家住宅） 

 
第３条（２） 
第４条（１） 
 
（次世代分家） 
 
 

  
第３条（１）で専用住宅を建築した者

の子が専用住宅（敷地面積１５０平方メ

ート以上４００平方メートル以下）を建

築することを目的とした開発行為〈建築

行為〉 
 

 
第３条（３） 
第４条（１） 
 
（収用移転） 
 

 
 収用対象事業の施行により立退く場合

において、これに代わるべきものとして

建築される自己居住の専用住宅を建築す

ることを目的とした開発行為〈建築行為〉 
 

 
提案基準６ 
（土地収用対象事業の施行によ

る代替建築物） 

 
第３条（４） 
第４条（２） 
 
（建替え等） 

 

 
 専用住宅、兼用住宅の建替え等を目的

とした開発行為〈建築行為〉 

 
提案基準９ 
（建築物の建替え等） 

 
第３条（５） 
第４条（３） 
 
（既存宅地） 
 
 

  
 線引きの日前から宅地であった土地に

おける自己居住用の専用住宅又は自己用

外の住宅（開発区域面積〈敷地面積〉１，

０００平方メートル未満）を建築するこ

とを目的とした開発行為〈建築行為〉 
 

 
提案基準１８ 
（既存宅地） 

※第３条は「法第３４条第１２号」、第４条は「令第３６条第１項第３号ハ」の規定による条文 
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「市街化調整区域における都市計画法第３４条第１２号の規定による開発許可等の

基準に関する条例」の審査基準 

 
 
（趣旨） 
第１条 この条例は、市街化調整区域における都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下

「法」という。）第３４条第１２号の規定による開発許可の基準及び都市計画法施行令（昭和

４４年政令第１５８号。以下「政令」という。）第３６条第１項第３号ハの規定による法第４

３条第１項の許可の基準を定めるものとする。 
 

 
１．審査基準―共通の事項 
《１》許可に際しては、都市計画法（以下「法」という。）、都市計画法施行令、都市計画法施行

規則、平塚市開発行為等取扱規則、平塚市開発許可等事務処理要項、市街化調整区域内の

開発許可等に係る建築物の形態制限が適用される。 
《２》この条例の基準に該当する場合は、法第４２条第１項ただし書きの許可を行うことができ

る。（開発審査会の議は不要） 
《３》開発許可等を受けようとする土地が農地であるときは、農地転用等の許可が受けられるも

のであること。 
《４》この審査基準では、開発行為等を行おうとする者を「申請者」という。 
《５》この条例は、法による開発許可等の基準を定めているので、この条例に基づく法による処

分、行政指導、届出に関しては行政手続法が適用になる。 
  （処分、行政指導、届出に関する根拠となる規定が条例又は規則に置かれているものは、平

塚市行政手続条例が適用になる。） 
 
 

 
（定義） 
第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 
（１）線引き 市街化区域と市街化調整区域との区分に関する都市計画が決定され、又は当該

都市計画を変更して市街化調整区域が拡張されたことをいう。 
（２）専用住宅《１》一戸建ての住宅であって、居住以外の用に供する部分がないものをいう。 
（３）兼用住宅《２》一戸建ての住宅であって、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）別

表第２（い）項第２号に規定するものをいう。 
（４）予定建築物 開発区域内において予定される建築物をいう。 
２ 前項に定めるもののほか、この条例における用語の意義は、法、建築基準法及び建築基準

法施行令（昭和２５年政令第３３８号）の例による。 
 

  
２．審査基準―第２条 
《１》「専用住宅」の定義において、附属の車庫や物置及び離れについても「居住の用に供する部

分」とみなす。 
《２》「兼用住宅」の定義において、建築基準法別表第２（い）項第２号に該当するものとする。 
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第３条 法第３４条第１２号の規定により、開発区域の周辺における市街化を促進するおそれ

がないと認められ、かつ、市街化区域内において行うことが困難又は著しく不適当と認めら

れる開発行為として条例で定めるものは、次に掲げるものとする。 
（１）市街化調整区域において、当該市街化調整区域に係る線引きの日前から土地を所有する

者又は当該線引きの日に当該市街化調整区域に係る土地を所有していた者の直系血族

（尊属を除く。）で当該線引きの日以後に当該土地を相続若しくは贈与により承継を受け

た者、当該土地を使用貸借により借りている者その他市長が定める者であって、農家（農

林業センサス規則（昭和４４年農林省令第３９号）第２条第３項に規定する農家をいう。

以下同じ。）に属する者又は線引きの日前から引き続き当該市街化調整区域に居住してい

る者（以下この号において「農家等に属する土地所有者」という。）の親族（当該農家等

に属する土地所有者の２親等内の直系血族（尊属を除く。）又は配偶者の子であって、当

該農家等に属する土地所有者と住居及び生計を一にしたことがある者に限る。）が、当該

市街化調整区域において自己の居住の用に供する専用住宅（敷地面積（平塚市建築基準

条例（平成１８年条例第３３号）第１０条の路地状部分を除く。次号において同じ。）が

１５０平方メートル以上４００平方メートル以下であり、かつ、当該専用住宅の延べ面

積が２００平方メートル以下であるものに限る。）を新たに必要とするやむを得ない理由

があり、当該市街化調整区域内の集落内又は集落に近接する区域の土地（以下「対象土

地」という。）に当該専用住宅を建築することを目的として行う開発行為であって、市長

が定める基準を満たすもの 
 

 
３．審査基準―第３条第１号（農家分家） 
 
 平塚市開発審査会提案基準３を適用する。 
 

 
第３条 
（２）前号に該当するものとして許可を受けて専用住宅を建築した者（農家又は当該市街化調

整区域に継続して居住している世帯（都市計画の変更により市街化区域に編入されて居

住している世帯を含む。）に属する者に限る。以下この号において「農家を離れた者等」

という。）と住居及び生計を一にしていたことがある者（当該農家を離れた者等から当該

土地を相続又は贈与により承継を受けた者、当該土地を使用貸借により当該農家を離れ

た者等から借りている者その他市長が定める者であって、当該農家を離れた者等の１親

等内の直系血族（尊属を除く。）に限る。）が、市街化調整区域において自己の居住の用

に供する住宅を新たに必要とするやむを得ない理由があり、対象土地に自己の居住の用

に供する専用住宅（敷地面積が１５０平方メートル以上４００平方メートル以下であり、

かつ、当該専用住宅の延べ面積が２００平方メートル以下であるものに限る。）を建築す

ることを目的として行う開発行為であって、市長が定める基準を満たすもの 
 

 
４．審査基準―第３条第２号（次世代分家） 
 
平塚市開発審査会提案基準３を適用する。 
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第３条 
（３）土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第３条各号に掲げる事業の施行に伴い当該事

業を施行する者（以下この号において「事業主体」という。）の要請に基づき、自己の居

住の用に供する専用住宅を移転し、又は除去する必要がある場合に、これに代わるもの

として本市の区域内（当該専用住宅が本市の区域外にある場合は、当該専用住宅の敷地

を中心とした半径５キロメートルの円で囲まれる本市の区域内）の当該専用住宅の敷地

と同程度の敷地面積（当該敷地面積が１５０平方メートル未満の場合は、１５０平方メ

ートル）の土地で事業主体があっせんしたものに、当該移転し、又は除去する専用住宅

と同程度の延べ面積で自己の居住の用に供する専用住宅を建築することを目的として行

う開発行為であって、市長が定める基準を満たすもの 
 

 
５．審査基準―第３条３号（収用移転） 
 
平塚市開発審査会提案基準６を適用する。 

 
 

 
第３条 
（４）線引きの日前から市街化調整区域内にある専用住宅若しくは兼用住宅又は線引きの日以

後に法第３章第１節の規定による許可を受けて建築された専用住宅若しくは兼用住宅の

建替え（増築及び改築を含む。以下同じ。）を目的とする開発行為であって、市長が定め

る基準を満たすもの。ただし、予定建築物が次のいずれにも該当するものに限る。 
ア 建替えをする前の建築物と同一の用途であること。 
イ 敷地面積の増加を伴わないものであること。ただし、自己の居住の用に供するものにあ

っては、増加後の敷地面積が３００平方メートル（第１号又は第２号に掲げる開発行為

として許可を受けたもので、当該許可に係る土地が線引きの日前から所有していたもの

である場合は、４００平方メートル）以下である場合は、この限りでない。 
ウ 申請に係る部分の床面積が２００平方メートル以下であること。 

 
 
６．審査基準―第３条第４号（建替え等） 
 
平塚市開発審査会提案基準９を適用する。 
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第３条 
（５）次のいずれかに該当する区域内にある土地であり、当該土地のある市街化調整区域に係

る線引きの日前から宅地であることが明らかであると認められるものにおいて、自己の

居住の用に供するための専用住宅又はそれ以外の開発区域の面積が１，０００平方メー

トル未満である専用住宅を建築することを目的として行う開発行為であって、市長が定

める基準を満たすもの。ただし、土地の区画の変更を伴う場合にあっては、予定建築物

の敷地面積は、１５０平方メートル以上でなければならない。 
ア 予定建築物の敷地を中心とした半径１００メートルの円で囲まれる区域においておおむ

ね１００（市街化区域からおおむね１キロメートルを超えない距離の区域にあっては、

おおむね５０）以上の建築物がある区域 
イ おおむね１００（市街化区域からおおむね１キロメートルを超えない距離の区域にあっ

ては、おおむね５０）以上の建築物が、敷地相互の間隔が５０メートル以内で連たんす

る区域 
 

 
７．審査基準―第３条第５号（既存宅地） 
 
 平塚市開発審査会提案基準１８を適用する。 
 
 

 
（政令第３６条第１項第３号ハの規定による法第４３条第１項の許可の基準） 
第４条 政令第３６条第１項第３号ハの規定により、建築物の周辺における市街化を促進する

おそれがないと認められ、かつ、市街化区域内において行うことが困難又は著しく不適当と

認められる建築物の新築等として条例で定めるものは、次に掲げるものとする。 
（１）前条第１号から第３号までに規定する開発行為の予定建築物の要件に該当する建築物の

新築等 
（２）前条第４号に規定する開発行為の予定建築物の要件に該当する建築物の改築 
（３）前条第５号に規定する開発行為の予定建築物の要件に該当する建築物（敷地面積が１，

０００平方メートル未満であるものに限る。）の新築等 
 

 
・条例第４条第１号は条例第３条第１、２、３号に該当 
 
・条例第４条第２号は条例第３条第４号に該当 
 
・条例第４条第３号は条例第３条第５号に該当 
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附則 
（施行期日） 
１ この条例は、公布の日から施行する。 
（経過措置） 
２ この条例は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後に行われる法第２９条第

１項及び第４３条第１項の許可の申請について適用する。 
３ 施行日前に法第３４条第１４号又は都市の秩序ある整備を図るための都市計画法等の一部

を改正する法律（平成１８年法律第４６号）第１条の規定による改正前の法第３４条第１０

号ロに該当するものとして許可を受けて専用住宅を建築した者は、当該許可に係る開発行為

が第３条第１号に掲げる基準に該当するときは、同条第２号の規定の適用については、同条

第１号に該当するものとして許可を受けて専用住宅を建築した者とみなす。 
４ 施行日前に政令第３６条第１項第３号ホに該当するものとして許可を受けて専用住宅を建

築した者は、当該許可に係る建築物（新築するものに限る。）が第３条第１号に規定する開発

行為の予定建築物の要件に該当するときは、同条第２号の規定の適用については、同条第１

号に該当するものとして許可を受けて専用住宅を建築した者とみなす。 
５ 都市計画法及び建築基準法の一部を改正する法律（平成１２年法律第７３号。以下「法律

第７３号」という。）による改正前の法第４３条第１項第６号ロの規定（法律第７３号附則第

６条第１項の規定によりなおその効力を有することとされる場合を含む。）により確認を受け

て建築された建築物は、第３条第４号の規定の適用については、法第３章第１節の規定によ

る許可を受けて建築されたものとみなす。 
 

  
・附則３は経過措置として、条例の施行日前に法による開発許可を受けて条例第３条第１号に掲

げる基準に該当する場合も、条例第３条第２号の対象になることを規定している。 
 
・附則４は経過措置として、条例の施行日前に施行令による建築許可を受けて条例第３条  第

１号に掲げる基準に該当する場合も、条例第３条第２号の対象になることを規定している。  
  
・附則５は経過措置として、宅地確認を受けて建築されたものについては法第３章第１節の規定

による許可を受けて建築されたものとして条例第３条第４号の対象になることを規定している。 
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５ 農産物の直売所の建築行為に係る運用基準 

 
 都市計画法第２９条第１項第１１号の規定により都市計画法施行令第２２条第６号で定める建

築物及び都市計画法第４３条第１項第５号に規定により都市計画法施行令第３５条第３号で定め

る建築物のうち、次の要件を満たす市街化調整区域内に建築する建築物については、開発行為の

許可及び建築等の許可を要しないものとして認めるものとする。 
 
（適用対象） 
１ 当該建築物は、次に掲げる要件に適合するものであること。 
（１） 対象となる建築物は、農産物の直売所（以下「直売所」という。）とする。 
（２） 直売所の申請者は、市街化調整区域内に居住し、かつ、現に農業に従事している者（複数

の農家を含む。）であること。 
（３） 直売所で販売する農産物は、申請者が自ら生産したものに限らず、当該直売所の周辺にお

いて現に農業に従事している者が生産したものも含むものとする。 
 
（立地基準） 
２ 申請地は既存集落内又はその周辺にあり、次に掲げる各要件に適合するものであること。 
（１） 申請地を中心とした半径５００メートルの区域に５０以上の世帯が存在すること。 
（２） 申請地に主要な出入口が幅員４メートル以上の道路に面しており、かつ、当該道路に敷地

外周の７分の１以上接していること。 
（３） 申請地には、本市の土地利用計画等に支障のある区域を含まないこと。 
 
（施設基準） 
３ 直売所の規模等は、次に掲げる要件に適合するものであること。 
（１） 直売所は、平屋建てとする。 
（２） 直売所の敷地面積は、１００平方メートル以内とすること。 
（３） 直売所の延べ面積は、５０平方メートル以内とすること。 
（４） 農産物を直接販売に供する部分のほか、次のいずれかに供するもので、かつ、その規模が

必要最小限であること。 
   ア 農産物を原料又は材料とした農産加工品の販売 
   イ 農産物の選別や包装等、収穫から販売までに必要な調製 
   ウ 便所、洗い場等直売所の管理上必要なもの 
 
（その他） 
４ 申請地が農業振興地域の整備に関する法律（以下「農振法」という。）第８条第２項第１号に

規定する農用地区域である場合、農振法の規定に適合すること。 
 
（施行日） 
５ この基準は、平成２６年４月１日から施行する。 
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６ 建築物の形態制限に関する共通基準 

 
 市街化調整区域における許可等をする際の予定建築物の形態及び用途については、次のとおり

とする。 
 
（１）形態制限（法第４１条） 
 建築物の最高の高さは、１０メートル以下とする。 
 
 
 
７ 建築物の用途制限に関する取扱い 

 
（１）用途制限（法第４２条） 
開発許可を受けた区域内においては、用途地域等の指定があり、それに適合しているもの又は

特に市長の許可を得たもの以外は、開発許可に係る予定建築物を建築することは制限されている。 
本市においては、次により取り扱う。 
 ア 予定建築物以外の建築物の建築には、使用目的の変更のほか、敷地の数の増減も含むもの

とする。 
  イ 法第４２条第１項ただし書許可にあたり、法第３４条第１４号に該当するものとして許可

をする場合は平塚市開発審査会の議を経た後許可するものとする。 
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８ 平塚市開発審査会提案基準 

 
「法第３４条第１４号」及び「政令第３６条第１項第３号ホ」に基づき、開発区域の周辺にお

ける市街化を促進するおそれがないと認められ、かつ、市街化区域内において行うことが困難又

は著しく不適当と認められるものとして、次のとおり提案基準を定める。 
 
提案 
番号 

提案基準項目 施行年月日 備   考 

１ 
市街化調整区域内に存する事業所のた

めの従業員宿舎 
平成１３年５月８日 平成２６年７月１日改正 

２ 
市街化区域内に存する事業所のための

従業員宿舎 
平成１３年５月８日 平成２６年７月１日改正 

３ 農家等の分家住宅 平成１３年５月８日 平成２６年７月１日改正 

４ 
法第２９条第１項第３号に規定する公

益上必要な建築物に類する建築物 
平成１３年５月８日 平成２６年７月１日改正 

６ 土地収用対象事業による代替建築物 平成１３年５月８日 平成２６年７月１日改正 

９ 建築物の建替え等 平成１３年５月８日 平成２６年７月１日改正 

１０ 
第二種特定工作物以外の運動・レジャ

ー施設である工作物及び墓園に必要不

可欠な建築物 
平成１３年５月８日 平成２６年７月１日改正 

１１ 研究施設 平成１３年５月８日 平成２６年７月１日改正 

１３ 既得権を有するもの 平成１３年５月８日 平成２６年７月１日廃止 

１４ 社寺仏閣及び納骨堂等 平成１３年５月８日 平成２６年７月１日改正 

１５ ゴルフ練習場 平成１３年５月８日 平成２６年７月１日廃止 

１７ 
法第３４条第１３号に規定する届出の

有効期間の経過するもの 平成１３年５月８日 平成２６年７月１日廃止 

１８ 既存宅地 平成１３年５月８日 平成２６年７月１日改正 

１９ 介護老人保健施設 平成１３年５月８日 平成２６年７月１日廃止 

２０ 建築物の用途変更 平成１３年５月８日 平成２６年７月１日改正 

２１ 付属建築物として最低限必要な管理棟 平成１３年５月８日 平成２６年７月１日改正 
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  包括承認基準（平成２６年７月２日条例施行により廃止） 
包括 
番号 項   目 包括承認基準 承認年月日 

１－ 農家等の分家住宅  提案基準３に適合するもののう

ち、次に掲げるいずれにも該当す

るものであること。 
（１）専用住宅であること 
（２）延べ面積は、２００平方メ

ートル以下であること。 

平成２６年２月２０日 
平成２６年７月２日条例 

２－ 土地収用対象事業によ
る代替建築物 

 提案基準６に適合するもののう

ち、自己の居住の用に供するため

住宅であること。 

平成２６年２月２０日 
平成２６年７月２日条例 

３－ 建築物の建替え等  提案基準９に適合するもののう

ち、建替え等を行う建築物の用途

は、専用住宅又は兼用住宅とし、

かつ、予定建築物の申請に係る部

分の延べ面積が２００平方メート

ル以下であること。 

平成２６年２月２０日 
平成２６年７月２日条例 

４－ 既得権を有するもの  提案基準１３に適合し、かつ、

当該基準の１第１号又は第２号に

該当するものであること。 

平成２６年７月１日廃止 
 

５－ 法第３４条第１３号に
規定する届出の有効期

間の経過するもの 

 提案基準１７に適合し、かつ、

当該基準の２第１号に該当するも

のであること。 

平成２６年７月１日廃止 

６－ 既存宅地  提案基準１８に適合するものの

うち、次に掲げるいずれかに該当

するものであること。 
（１）当該基準の２第１号に該当

するものであること。 
（２）開発行為又は建築行為の目

的が専用住宅であって、開

発等の区域が１ ,０００平
方メートル未満であるこ

と。 

平成２６年２月２０日 
平成２６年７月２日条例 

９－ 建築物の用途変更  提案基準２０に適合するものの

うち、次に掲げるいずれにも該当

するものであること。ただし、建

替え等を伴う場合は、この限りで

ない。 
（１）当該基準の１第１号に該当

する専用住宅又は兼用住宅

であること。 
（２）建築物の延べ床面積は、２

００平方メートル以下であ

ること。 

平成２６年７月１日廃止 
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提案基準１ 市街化調整区域内に存する事業所のための従業員宿舎 

 
 市街化調整区域内に存する事業所のための従業員宿舎は、当該事業所の従業員のためのもので

あり、市街化調整区域内に建築することがやむを得ないと認められるもので、次の要件を満たす

ものについて認めるものとする。 
 
（適用対象） 
１ 当該事業所は、次に掲げるいずれかに適合するものであること。 
（１）当該事業所は、市街化調整区域内に都市計画の決定の日前から存するもの 
（２）都市計画法第２９条第２号又は第３号若しくは第３４条第１号から第１４号までの規定に

より許可を受けたもの 
 
（立地基準） 
２ 申請地は、次に掲げる要件のいずれにも適合するものであること。 
（１） 当該従業員宿舎の土地は、当該事業所の敷地からおおむね２キロメ－トル以内であること。 
（２）申請地には、本市の土地利用計画等に支障のある区域を含まないこと。 
 
（施設基準） 
３ 当該建築物の敷地内の緑地については、他法令等の規定により確保すること。 
 
（その他） 
４ その他、次に掲げる要件を満たすものであること。 
（１）当該事業所の事業の操業方式、就業体制、雇用形態等を勘案し、当該従業員宿舎が必要で

あると認められ、かつ、従業員宿舎の規模が適切であると認められるものであること。 
（２）当該従業員宿舎は、当該事業所を経営する者が建築主となって従業員に利用させるための

ものであること。 
（３）申請地が農地であるときは、農地転用等の許可が受けられるものであること。 
 
留意点 
（１）開発許可等の申請時に、基準４第１号に規定する内容が判断できる資料の提出を求めるも

のとする。 
（２）自宅を所有している者は、当該従業員宿舎に入居することはできないものとする。 
（３）事業附属寄宿舎規程（昭和２２年１０月３１日労働省令第７号）の適用を受ける従業員宿

舎については、これらの規定に適合しているものとする。 
（４）上記に定めるもののほか、平塚市まちづくり条例を遵守すること。 
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提案基準２ 市街化区域内に存する事業所のための従業員宿舎 

 
 市街化区域内に存する事業所のための従業員宿舎は、当該事業所の従業員のために利用される

ものであり、市街化調整区域内に建築することがやむを得ないと認められるもので、次の要件を

満たすものについて認めるものとする。 
 
（適用対象） 
１ 当該事業所は、市街化調整区域に関する都市計画の決定の日（以下「線引き日」という。）前

から存するものであること。 
 
（立地基準） 
２ 当該申請地は、次に掲げる要件のいずれにも適合するものであること。 
（１）申請地は、当該事業所の従業員宿舎のために利用する土地として、当該事業所を経営する

者が線引き日以前に当該土地の所有権を取得したものであること。 
（２）申請地は、当該事業所の存する市街化区域に隣接する市街化調整区域内にあること。 
（３）申請地は、当該事業所の敷地からおおむね２キロメ－トル以内であること。 
（４）申請地が農地であるときは、線引き日前に農地転用の許可を受けていること。 
（５）申請地には、本市の土地利用計画等に支障のある区域を含まないこと。 
 
（施設基準） 
３ 当該建築物の敷地内の緑地については、他法令等の規定により確保すること。 
 
（その他） 
４ その他、次に掲げる要件に適合するものであること。 
（１）事業所の事業の操業方式、就業体制、雇用形態等を勘案し、従業員宿舎が必要であると認

められ、かつ、従業員宿舎の規模が適切であると認められるものであること。 
（２）従業員宿舎は、事業所を経営する者が建築主となって従業員に利用させるためのものであ

ること。 
（３）申請地が農地であるときは、農地転用等の許可が受けられるものであること。 
 
留意点 
（１）基準２第１号については、土地の登記事項証明書、土地売買契約書及び農地転用許可の転

用目的により確認するものとする。 
（２）開発許可等の申請時に基準４第１号に規定する内容が判断できる資料の提出を求めるもの

とする。 
（３）自宅を所有している者は、従業員宿舎に入居することはできないものとする。 
（４）事業附属寄宿舎規程（昭和２２年１０月３１日労働省令第７号）の適用を受ける従業員宿

舎については、これらの規定に適合しているものとする。 
（５）上記に定めるもののほか、平塚市まちづくり条例を遵守すること。 
 
 
 
 
 
 
 





  

 

提案基準３ 農家等の分家住宅 

  
 農家等世帯の構成員が、当該世帯の通常の分化発展の過程で必要となる住宅を市街化調 
整区域内に建築しようとする場合は、申請の内容が次の要件を満たすものについて認める 
ものとする。 
 
（適用対象） 
１ 申請者は、分家をする必要があり、現に農家等世帯（以下「本家」という。）に同居している

者又は結婚、就職、就学等の理由で従前、本家から転出した者（民法第７２５条に定める親族

の範囲に該当する者（本家世帯主からみて、２親等内の血族（尊族を除く。）又は配偶者の子に

限る。））であること。また、独立して生計を営むことができ、かつ、建設資金を確保できる見

込みが確実であると認められる者で、次に掲げるいずれかに適合するものであること。 
（１）農家世帯の構成員が分家をする場合は、本家の世帯構成員の１名以上が農業を営む者であ

ること。 
（２）非農家世帯の構成員が分家をする場合は、本家が市街化調整区域に関する都市計画の決定

の日（以下「線引き日」という。）前から引き続き当該市街化調整区域に居住している者で

あること。 
 
（立地基準） 
２ 申請地は、次に掲げる要件に適合するものであること。 
（１）建築物を建築しようとする土地は、既存の集落内又はその周辺にあること。 
（２）申請地は、線引き日前から本家である世帯が所有していた土地で、分家をする者が相続し

た土地、その者へ贈与された土地又は本家と使用貸借した土地であること。ただし、当該

土地が交換農地の取扱いに基づいた農業委員会あっせんの交換農地又は公共事業のため公

共団体等のあっせんにより代替取得した土地である場合は、その交換又はあっせんにより

失った土地の所有権が、継続しているものとして取り扱うことができる。 
（３）敷地の面積は、１５０平方メ－トル以上、４００平方メ－トル以下であること。 
（４）申請地には、本市の土地利用計画等に支障のある区域を含まないこと。 
 
（施設基準） 
３ 当該建築物の敷地内の緑地については、敷地面積の５パーセント以上、かつ、他法令等の規

定により確保すること。 
 
（その他） 
４ その他、次に掲げる要件に適合するものであること。 
（１）本家及び分家をする世帯の構成員が、区域区分を問わず、分家するに適当な土地を所有し

ていないこと。  
（２）分家する世帯の構成員が、自己名義の住宅を有していないこと。また、本家の後継者世帯

の構成員についても、自己名義の住宅を有していないこと。 
（３）生活上その他やむを得ず住宅以外の用途を兼用する場合は、主たる用途が住宅であり、か

つ、自らが直接使用するもので、第一種低層住居専用地域に建築することができる兼用住

宅に該当するものであること。 
（４）申請地には、本家及び分家をする者以外の者の権利が設定されていないこと。 
（５）本家に後継者が存在していること。なお、当該後継者は、将来にわたり本基準により農家

等の分家住宅を建築することはできないものとする。  
（６）申請地が農地であるときは、農地転用等の許可が受けられるものであること。 
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留意点 
（１） 農業の範囲は、日本標準産業分類による中分類０１農業の範囲とする。 
（２） 本基準の「農家等」は農家世帯及び非農家世帯を指すものとする。 
（３） 農家世帯とは農業を営む者が同居する世帯をいい、農業を営む者か否かについては本市

の農地基本台帳に登載されていることを農業委員会発行の耕作証明書により判断するも

のとする。 
（４） 非農家世帯とは農業を営む者が不在の世帯を指すものとする。 
（５） 基準１の「現に農家等世帯（以下「本家」という。）に同居している者」及び「従前、本

家から転出した者」に該当するかどうかは、申請者の住民票記載事実及び本家の除籍者

を含めた戸籍謄本、住民票等により確認するものとする。 
（６） 申請者は結婚しているものとする。 
（７）  建築物を建築しようとする土地が建築基準法に基づく敷地と道路の関係（同法第４３条）

を満たしていないため必要最小限の専用通路を設ける場合、当該専用通路部分の土地に

関しては、線引き日以後に本家が取得した土地であっても基準２第２号の規定に適合し

ているとみなすことができる。 
    なお、本家及び分家をする世帯が他に分家する適当な土地を有している場合は、当該土

地に計画させるものとする。 
（８） 基準２第２号に規定する「本家が所有していた土地」とは、線引き日前から現在まで継

続して本家が所有しているものをいい、売買等が行われ継続性が途切れたものは該当し

ないものとする。 
（９） 基準２第２号に規定する「贈与された土地」については、本申請時に贈与証書の提出を

求め、その記載事実により確認する。 
（１０）基準２第２号に規定する「使用貸借した土地」が適用されるのは推定相続人に限り、本

申請時に土地使用貸借契約書の写し及び分家をする者を除く推定相続人全員から承諾書

の提出を求めるものとする。 
 (１１)  基準２第３号の規定について、専用通路による敷地設定の場合は専用通路部分を除いて

１５０平方メートル以上を確保すること。また、建築基準法の建ぺい率及び容積率の算

定にあっては専用通路部分の面積は含まないものとする。 
（１２）基準４第１号に規定する「区域区分を問わず、分家するに適当な土地」とは、所有する

土地が既に建築物の敷地等に利用されている土地は含まれず、市街化区域内において主

に家庭菜園、駐車場等に使用されている土地又は市街化調整区域内において宅地要件（提

案基準１８「既存宅地」の立地基準を満たす。）を有する等建築可能な土地が含まれるも

のとする。 
（１３） 当該土地に抵当権、差押え、所有権移転仮登記等の権利が設定されていないものとする。 
（１４）本家が分家住宅の建築のために農地を転用したことにより１０アール未満の耕作面積に

なり、農家世帯としての要件に該当しなくなった場合は、非農家世帯の構成員が分家す

る場合の基準を適用する。 
    なお、小作地及び借入地も耕作面積に算入する。 
（１５）基準４第２号及び第５号に規定する「後継者」とは、原則として、養子縁組により後継

者となったものは認めないものとする。 
（１６）分家を本家として行う分家（以下「次世代分家」という。）の場合は、次の事項を満たす

場合にのみ認めるものとする。 
  ア 次世代分家ができる者は、基準１第１号の規定のうち「２親等内の血族（尊族を除く。）

又は配偶者の子」とあるものを、「１親等内の血族（尊族を除く。）と読み替えるものと

する。 





  

 

  イ 非農家世帯の次世代分家については、基準１第２号のうち「本家が市街化調整区域に関 
する都市計画の決定の日前から引き続き当該市街化調整区域に居住している者であるこ 
と。」を「分家をした世帯が市街化調整区域に継続して居住していること。ただし、都市 
計画の変更により分家をした世帯の敷地が市街化区域に編入された場合は、この限りで 
ない。」と読み替えるものとする。 

ウ 次世代分家に係る土地は、基準２第２号の規定のうち「申請地は、線引き日前から本家

が所有していた土地で分家をする者が相続した土地、その者へ贈与された土地又は本家

と使用貸借した土地であること。」を「申請地は、分家が相続した土地、贈与を受けた土

地又は使用貸借した土地のうち分家をした者に所有権の移転がなされた土地で、次世代

分家をする者が相続した土地、その者へ贈与された土地又は分家と使用貸借した土地で

あること。」と読み替えるものとする。 
（１７）本家及び分家をする世帯が所有する土地に違反建築物等が存在しないものとする。 
（１８）当該建築物（敷地含む。）は、一身専属性（その者であるがゆえにその適用がある。）を

有する建築物である。  
（１９）上記に定めるもののほか、平塚市まちづくり条例を遵守すること。 
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※「民法第７２５条に定める親族の範囲に該当する者」とは下記の図を参照のこと。 
（数字は親等を示す。） 
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※ 農家等分家取扱の概念図 

 
 
                              
                                        
 
 
                                     
                                     
                                 
                                    
 
 
                
               
                        
      
  
                                    
 
      
       
            
 
                                   
 
 
＊１ 農家の分家住宅については、本家（線引き日前から土地を所有している者）が市街化区域

内に存する場合も含む。 
 
＊２ 非農家分家の次世代分家については、本家（本家となる非農家分家）が継続して市街化調

整区域内に居住していること。ただし、本家となる非農家分家世帯の居住地が市街化区域に

編入された場合はこの限りでない。 
 
＊３ 次世代分家（分家を本家として行う分家）の申請地には、線引き日前より土地を所有して

いる者から直接に相続した土地、贈与された土地及び使用貸借した土地は含まない。また、

分家（本家）が相続、贈与を受けた土地又は使用貸借した土地のうち分家（本家）に所有権

の移転がなされた土地であること。 
 
＊４ 相続により本家を継いだ世帯は、それが線引き日以後になされた場合にあっても基準２第

２号でいう本家（線引き日前から土地を所有している者の承継者）とみなす。 
 
 
 
 
 

本 家 本 家 

分 家 
非農家世帯の親族 

分 家 
農家世帯の親族 

次世代分家 
非農家世帯の親族の血族 

次世代分家 
農家世帯の親族の血族 

＊３ 

＊４ 

＊１ 
〔非農家分家〕 〔農家分家〕 

（凡例） 

市街化区域 

市街化調整区域 

（１代目） 

線引き日 

昭和４５年６月１０日 

（２代目） 

（３代目） 

＊４ 

＊３ 

２親等血族 
尊属を除く 

相  続 
贈  与 
使用貸借 

相  続 
贈  与 
使用貸借 

＊２ 
（１親等血族） 

相  続 
贈  与 
使用貸借 

相  続 
贈  与 
使用貸借 

（１親等血族） 

２親等血族 
尊属を除く 
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提案基準４ 法第２９条第１項第３号に規定する公益上必要な 

建築物に類する建築物 

 
 都市計画法第２９条第１項第３号に規定する公益上必要な建築物に類する建築物（以下「類す

る建築物」という。）を建築する場合は、申請の内容が次の要件を満たすものについて認めるもの

する。 
 
（適用対象） 
１ 「類する建築物」とは、自治会館、学童保育施設等（以下「自治会館等」という。）公益上必

要な建築物とする。 
 
（立地基準） 
２ 申請地は、次に掲げる要件に適合するものであること。 
（１）提案基準１８の基準１第１号を満たすものであること。 
（２）本市の土地利用計画等に支障のある区域を含まないこと。 
 
（施設基準） 
３ 当該建築物の敷地内の緑地については、他法令等の規定により確保すること。 
 
（その他） 
４ 当該基準１に規定する「自治会館等」は次に掲げる要件のいずれにも該当するものであるこ

と。 
（１）当該建築物を利用する者が主に市街化調整区域の居住者である等、当該市街化調整区域に

設置することが合理的であること。ただし、市の施策等の観点から、当該申請地への立地

が必要と認められるものについては、この限りでない。 
（２）当該建築物の設置は、市又は公共的団体が行うもので公益性の顕著なものであること。 
（３）当該建築物は、町内会、自治会等による適正な管理運営が行われるものであること。 
（４）申請地が農地であるときは、農地転用等の許可が受けられるものであること。 
 
留意点 
（１）基準１に規定する「類する建築物」の判断は、当該建築物の建築または施設の運営につい

て公的機関の助成金等を受けられることをその目安とする。  
（２）申請者は、自治会等の団体とし、個人名の申請は認めないものとする。また、個人が建築

し自治会等に貸与するものも認めないものとする。  
（３）上記に定めるもののほか、平塚市まちづくり条例を遵守すること。 
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提案基準６ 土地収用対象事業による代替建築物 

 
 収用対象事業の施行により、当該収用に係る建築物（以下「収用対象建築物」という。）を市街

化調整区域に代替建築する場合は、次に掲げる要件を満たすものについて認めるものとする。 
 
（適用対象） 
１ 土地収用法第３条各号に規定する事業であり、次に掲げる要件に適合すること。 
（１）当該事業の事業主体からの要請に基づくものであること。 
（２）収用対象建築物は、原則として市街化調整区域に存するものであること。 
（３）収用対象建築物の敷地及び建築物の一部が収用対象となる場合においては、残った敷地又

は建築物の範囲内で対応できないことが明確であること。 
 
（立地基準） 
２ 代替地は、当該事業の事業主体が、本市と協議及び調整の上あっせんした土地であり、次に

掲げる要件に適合すること。 
（１）立地共通基準 
   代替地の敷地面積は１５０平方メートル以上とし、次に掲げるいずれかに該当する区域に

存すること。   
ア 収用対象建築物の敷地が存する本市内の区域または収用対象建築物の敷地を中心とした

おおむね半径５キロメートル以内の区域であること。  
  イ 収用対象建築物の敷地は、本市に隣接する市町の区域内にあり、本市に移転する理由が

あること。  
  
（２）専用住宅又は兼用住宅の立地基準 
   代替地は提案基準１８の基準１第１号を満たすものであること。 
（３）店舗系の立地基準 
   建築物の延べ面積が２００平方メートル以下の場合は、「「都市計画法第３４条第１号」の

運用基準」中の立地基準とし、建築物の延べ面積が２００平方メートルを超える場合は、

「「都市計画法第３４条第９号」の運用基準」中の立地基準を満たすものであること。 
（４）工場系の立地基準 
  ア 代替地は、現況幅員９メートル以上（周辺状況によりやむを得ない場合は、６メートル 

以上）の道路（以下「主要道路」という。）に接していること。 
  イ 建築物の敷地は、主要道路に当該敷地の外周の７分の１以上が接していること。 
  ウ 代替地は、工業専用地域、工業地域又は準工業地域に近接していること。 
（５）共同住宅又は長屋の立地基準 
   代替建築物の住戸の戸数が従前の戸数以下であること。  
 
（施設基準） 
３ 建築物等は、次に掲げる要件に適合すること。 
（１）代替建築物の用途は、収用対象建築物と同一であること。 
（２）当該建築物等の敷地内の緑地については、他法令等の規定により確保すること。 
 
（その他） 
４ 代替地の敷地面積は、既存の１．５倍以内であること。ただし、専用住宅又は兼用住宅であ

って、既存の１．５倍においても敷地の面積が３００平方メートルに満たない場合においては、

敷地の面積について３００平方メートルを上限とすることができる。 





  

 

５ 申請地が農地であるときは、農地転用等の許可が受けられるものであること。 
 
留意点 
（１）「収用に係る敷地」には収用対象建築物のほか建築基準法第４２条第２項の規定による道路

の後退部分及び隣接して一体不可分に利用されていると判断される敷地を含むが、代替地

には道路等帰属される公共公益施設は含まない。 
（２）事前相談は当該事業主体から受けるものとし、その際に収用対象建築物が存在すること。 
（３）敷地のみの収用は認めない。 
（４）申請者は収用対象建築物の所有者と同一であること。ただし、所有者が複数存在し、所有

者間で申請者について調整された場合は一部の所有者が申請者となることができる。 
なお、当該申請者以外の者は本基準により別に代替建築物を建築することはできない。  

（５） 基準１第３号の「残った敷地又は建築物等の範囲内で対応できないことが明確であること」
とは、次に掲げるものとする。 

  ア 借地であって地主に返還する場合 
  イ 当該事業の事業主体が一括取得する場合  
  ウ 残った敷地で従前規模の建築物が建築できない場合 
  エ その他、残った敷地の形状等によりやむを得ないと判断される場合 
（６）基準４の「代替地の敷地面積は、既存の１．５倍以内であること」の具体的取扱いは、次

による。 
  ア（５）のア及びイの場合は、敷地全体の１．５倍以内とする。 
  イ（５）のウ及びエの場合は、収用される敷地面積の１．５倍と残った敷地の面積を合算し 

た面積以内とする。 
（７）代替建築物（敷地含む。）は、一身専属性（その者であるがゆえにその適用がある。）を有

する建築物である。ただし、都市計画法第３６条第３項に規定する当該工事が完了した旨

を公告した日、建築基準法第７条第５項に規定する検査済証を交付した日、又は建築基準

法第７条の２第５項に規定する検査済証を交付した日以後については、一身専属性を問わ

ないものとする。  
（８）上記に定めるもののほか、平塚市まちづくり条例を遵守すること。 
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提案基準９ 建築物の建替え等 

 
 市街化調整区域において、市街化調整区域に関する都市計画の決定の日（以下「線引き日」と

いう。）前から存する建築物又は線引き日以後に都市計画法に適合して建築され、かつ、現在も適

法に使用されている建築物を建替える場合は、申請の内容が次の要件を満たすものについて認め

るものとする。 
 
（立地基準） 
１ 申請地は、次に掲げる要件に適合するものであること。  
（１）従前と同一の敷地で、既に存在する又は災害によって滅失した建築物と用途の異ならない

建築物を建築するものであること。 
（２）建替え等に際し従前の敷地に新たな敷地増を伴う場合は、次に掲げる要件に適合するもの

であること。 
  ア 従前から存する建築物の用途は、自己の居住の用に供する専用住宅若しくは兼用住宅又

は平成１９年１１月３０日前に建築された特定の公共公益施設（都市計画法施行令第２

１条第２６号イからホに掲げる施設。以下「特定の公共公益施設」という。）であること。 
  イ 増加後の敷地面積は、自己の居住の用に供する専用住宅又は兼用住宅については３００

平方メートル以下であること。ただし、農家等の分家住宅（提案基準３「農家等の分家

住宅」に基づき許可を得た建築物）の場合は、４００平方メートル以下とし、提案基準

３の基準２第２号を満たす土地であること。 
  ウ 特定の公共公益施設については、おおむね従前の建築物の延べ面積を超えない範囲内で

建築できる規模であること。 
 
（施設基準） 
２ 建築物等は、次に掲げる要件のいずれにも適合するものであること。 
（１）建築する建築物の最高高さは１０メートル以下とする。ただし、特定の公共公益施設であ

って、従前から存する建築物の最高高さ以下、かつ、建築基準法第５６条の２の制限に適

合する建築物を建築する場合はこの限りでない。 
（２）当該建築物の敷地内の緑地については、他法令等の規定により確保すること。 
 
（その他） 
３ 敷地増に係る土地が農地であるときは、農地転用等の許可が受けられるものであること。 
 
留意点  
（１）建替え等には、増築及び改築も含むものとする。 
（２）従前の敷地が、建築基準法に規定する敷地と道路の関係を満たしていないため必要最小限

の専用通路を設ける場合は、基準１第１号に規定する「従前と同一の敷地」に当該専用通

路を含めて取扱うことができるものとする。 
（３）基準１第２号（ア）に規定する「兼用住宅」については、従前から存する建築物が提案基

準３「農家等の分家住宅」に基づき許可を受けた兼用住宅は含まないものとする。  
（４）基準１第２号（ア）に規定する「特定の公共公益施設」については、各施設の許認可等担

当部局において、事業の実施が確実である旨の意見書等が出されるものであること。 
（５）基準１第２号（ウ）に規定する「従前の建築物の延べ面積を超えない範囲内で建築できる

規模」については、建築基準法に基づく容積率の範囲内では従前の建築物の延べ面積が確

保できない場合に、その不足分を補うために必要となる最小限の敷地面積とする。 
（６）申請地及びその周辺で申請者が所有する土地に違反建築物が存在しないものとする。 
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（７）上記に定めるもののほか、平塚市まちづくり条例を遵守すること。 
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提案基準１０ 第二種特定工作物以外の運動・レジャー施設である工作物及び墓園

に必要不可欠な建築物 

 
 市街化調整区域に既に存在し、又は新たに建設する第二種特定工作物以外の運動・レジャー施

設である工作物及び墓園（以下「施設」という。）に必要不可欠な建築物を建築する場合は、申請

の内容が次の要件を満たすものについて認めるものとする。 
 
（適用対象） 
１ 当該建築物の用途は、当該施設と密接な関連を有するものであって、当該施設の管理上又は

利用上直接的に付随し、かつ、必要最小限で不可欠と認められるものであること。 
 
（立地基準） 
２ 申請地は、次に掲げる要件のいずれにも適合するものであること。 
（１）当該建築物は、当該施設の区域内にあること。 
（２）当該建築物の敷地面積（開発区域）は、当該施設面積の４パ－セント以内であること。た

だし、専用通路を必要とする場合は、当該専用部分の面積を含まないものとする。 
（３）申請地には、本市の土地利用計画等に支障のある区域を含まないこと。 
 
（施設基準） 
３ 当該建築物の敷地内の緑地については、他法令等の規定により確保すること。 
 
（その他） 
４ 申請地が農地であるときは、農地転用等の許可が受けられるものであること。 
 
留意点 
（１）本基準の「第二種特定工作物以外」とは、法第４条第１１項及び政令第１条第２項に規定

する第二種特定工作物で敷地の規模が１ヘクタール未満のものを言う。  
（２）基準１の「当該建築物の用途は、当該施設と密接な関連を有するものであって」について

は、当該施設を設置するにあたり、他法令の許可が必要な場合、その法令の許可が受けら

れるものであること。 
（３）基準２第２号の規定について、建築基準法の建ぺい率及び容積率の算定にあたっては専用

通路部分の面積は含まないものとする。  
（４）墓園には、ペット霊園も含むものとする。（ペット霊園に建築可能なものは管理棟のみとす

る。） 
（５）上記に定めるもののほか、平塚市まちづくり条例を遵守すること。 
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提案基準１１ 研究施設 

 
 研究対象が、市街化調整区域に存在すること等の理由により、当該市街化調整区域内に研究施

設を建築することがやむを得ないと認められるもので、次の要件を満たすものについて認めるも

のとする。 
 
（適用対象） 
１ 研究対象は、次に掲げるいずれかに適合するものであること。 
（１）研究対象が、市街化調整区域内に存在し、かつ、申請地において研究する必要性があると

認められること。 
（２）研究対象が、自然上又は環境上特別の条件を必要とするもので、申請地が、当該特別の条

件を満たすものであること。 
 
（立地基準） 
２ 申請地は、次に掲げる要件に適合するものであること。 
（１）研究施設の目的、研究内容等を勘案して立地上、申請地の周辺に影響を及ぼすおそれのな

い状況の地域であること。 
（２）申請地には、本市の土地利用計画等に支障のある区域を含まないこと。 
 
（施設基準） 
３ 当該建築物の敷地内の緑地については、他法令等の規定により確保すること。 
 
（その他） 
４ 申請地が農地であるときは、農地転用等の許可が受けられるものであること。 
 
留意点 
（１）申請者は当該研究施設の運営者であること。 
（２）基準１に該当するか否かは、当該研究施設の研究内容及び研究実績などにより判断するこ

と。 
（３）上記に定めるもののほか、平塚市まちづくり条例を遵守すること。 
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提案基準１４ 社寺仏閣及び納骨堂等 

 
 市街化調整区域内に社寺仏閣及び納骨堂を建築する場合は、申請の内容が次に掲げる要件を満

たすものについて認めるものとする。 
 
（適用対象） 
１ 当該申請に係る建築物の建築は、宗教法人法第２条に定める宗教団体が行うものであること。 
  なお、基準３第２号に定める建築物については、集落、町内会等地域的な自治組織を含む。 
 
（立地基準） 
２ 申請地には、本市の土地利用計画等に支障のある区域を含まないこと。 
 
（施設基準） 
３ 建築物等は、次に掲げる要件に適合するものであること。 
（１）当該建築物は、本殿、拝殿、本堂、会堂等（以下「本殿等」という。）宗教的教義を広め、

儀式行事を行い、及び信者を教化育成することを目的とするものであること。ただし、宗

教法人等が行う公益事業その他の事業の用に供する建築物及び参拝者等のための宿泊施設

は、含まないものとする。 
（２）前号に定めるほか、当該建築物は当該開発区域の周辺地域における住民の信仰の対象とし

て歴史的に深いつながりがあったもの又は当該市街化調整区域に居住する者の信仰のうえ

から宗教的儀式を行うため、若しくは信者を教化育成するために建築される鎮守、社、庚

申堂、地蔵堂等の建築物であること。 
（３）当該建築物の敷地内の緑地については、他法令等の規定により確保すること。 
 
（その他） 
４ 申請地が農地であるときは、農地転用等の許可が受けられるものであること。 
 
留意点 
（１）信者については、当該市街化調整区域内に居住していることを原則とする。 
（２）当該建築物には、庫裏、社務所、法事等を行うための休憩施設及び宗教上必要な施設を含 

むものとする。 
（３）基準３第１号に規定する本殿等において、当該地域での宗教活動の実績があるものとし、 

新たな拠点としての宗教活動を行うものは含まないものとする。 
（４）上記に定めるもののほか、平塚市まちづくり条例を遵守すること。 
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提案基準１８ 既存宅地 

 
 既存宅地に建築物を建築する場合は、申請の内容が次の要件を満たすものについて認めるもの

とする。 
 
（立地基準） 
１ 申請地は、次に掲げる要件に適合するものであること。 
（１）市街化区域と一体的な日常生活圏を構成していると認められる地域であって、次のいずれ

かに該当するものであること。 
  ア 申請地が市街化区域からおおむね１キロメートル以内の距離にあって、申請地を含む半

径１００メートルの区域内に、おおむね５０以上の建築物が存すること。 
  イ 申請地が市街化区域からおおむね１キロメートル以内の距離にあって、おおむね５０以

上の建築物のそれぞれの敷地が５０メートル以内の間隔で連たんして集落を形成してい

ること。なお、この場合において、自動車専用道路、鉄道、河川等によって分断されて

いないこと。 
  ウ 申請地を含む半径１００メートルの区域内に、おおむね１００以上の建築物が存するこ

と。 
  エ 申請地がおおむね１００以上の建築物のそれぞれの敷地が５０メートル以内の間隔で連

たんして集落を形成していること。なお、この場合において、自動車専用道路、鉄道、

河川等によって分断されていないこと。 
  
（２）市街化調整区域に関する都市計画が決定され、又は当該都市計画を変更してその区域が拡

張された日（以下「線引き日」という。）前に次に掲げるいずれかに該当する土地であり、

その後現在に至るまで継続して当該要件に適合していること。 
  ア 土地の登記事項証明書における地目が宅地の土地 
  イ 固定資産土地課税台帳において宅地として評価されている土地 
  ウ 建築基準法に基づく道路の位置の指定を受けて、建築物を建築した土地 
  エ 建築物を建てる目的で農地転用許可を受けて、建築物を建築した土地 
  オ 建築基準法に基づく建築確認通知書の交付を受けて、建築物を建築した土地 
  カ その他、建築物の敷地であったことが明らかであると認められる土地 
（３）申請地内において区画の分割、統合又は分割統合を行う場合に、１宅地は１５０平方メー

トル以上とすること。 
 
（施設基準） 
２ 当該建築物は、次に掲げるいずれかに適合するものであり、当該建築物の敷地内の緑地につ

いては、他法令等の規定により確保すること。 
（１）自己の居住の用に供するための専用住宅 
（２）建築基準法に規定する第二種低層住居専用地域内に建築することができる建築物 
 
（共同住宅又は長屋の建築） 
３ 共同住宅又は長屋を建築する場合においては、次の要件のいずれにも適合するものであるこ

と。 
  なお、開発区域には、本市の土地利用計画等に支障のある区域を含まないこと。また、当該

開発区域に環境保全や災害防止の必要な区域が含まれる場合においては、その保全又は防止の

措置が優先する計画であること。 
（１）既存の前面道路は、幅員４メートル以上であること。ただし、当該区域から所定の道路ま
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での一定区間を４メートル以上に拡幅した場合は、この限りでない。 
（２）１戸当たりの住居専用面積（バルコニーを除く。）は５０平方メートル以上とすること。 
（３）駐車場は、１戸当たり１台以上を区域内に確保すること。 
 
留意点 
（１）基準１第２号に規定する継続して当該要件に適合していることについては、申請地の土地

の登記事項証明書における地目が田又は畑以外の地目から田又は畑に地目変更がされてい

ない土地は宅地とみなす。 
（２）基準１第２号アに規定する土地の登記事項証明書における地目が宅地の土地については、

線引き日前に、既に宅地として登記がなされているものに限るものとする。 
（３）基準１第２号イ、ウ、エ、オにより申請地を宅地と判断する要件は、次に掲げるものとす

る。 
  ア 固定資産土地課税台帳による場合（基準１第２号イ） 

昭和４６年１月１日又は当該地が市街化調整区域に編入された年の翌年１月１日に宅地

と評価されたもの、かつ、現年の固定資産土地課税台帳においても宅地と評価されてい

るかどうか確認する。 
なお、昭和４６年度又は市街化調整区域に編入された翌年度の固定資産土地課税台帳に

記載されている地積と土地の登記事項証明書に記載されている地積が異なる場合は土地

閉鎖登記簿謄本等により分合筆の経緯を確認し、基準１第２号イの範囲を決定する。 
  イ 建築基準法に基づく道路の位置の指定による場合（基準１第２号ウ）  

現在の固定資産土地課税台帳において宅地として評価されているかどうか確認する。ま

た、「建築物を建築した土地」とは、線引き日以降に、建築に関する法律等に適合して建

築され た土地も含むものとする。 
ウ 農地転用許可による場合（基準１第２号エ） 

    線引き日前に、建築物の敷地とすることを目的として当該許可を受けたものであり、現

地調査等を行い、農地転用許可の転用目的と同じ用途の建築物が存している土地又は建

築物を建築した土地で現在の固定資産土地課税台帳において宅地として評価されている

かどうか確認する。また、「建築物を建築した土地」とは、線引き日以降に、建築に関す

る法律等に適合して建築された土地も含むものとする。 
  エ 建築基準法に基づく建築確認による場合（基準１第２号オ） 
    現在の固定資産土地課税台帳において宅地として評価されているかどうか確認する。ま

た、「建築物を建築した土地」とは、線引き日以降に建築物の建築に着手した土地、又は、

建築が完了した土地を含むものとする。  
（４）基準１第２号カに規定する「その他、建築物の敷地であったことが明らかであると認めら

れる土地」の範囲については、公図上の筆に関わらず、次に掲げる資料等を総合的に勘案

した上で、基準１第２号カに該当するか判断するものとする。 
なお、ここでいう建築物には、専ら農作物を育成する施設は該当しないものとする。 

  ア 申請地が線引き日前において、建築物の敷地であったことが判別できる航空写真 
    この場合、昭和４４年撮影の航空写真により建築物の有無を確認する。また、周辺の建

築物形状との十分な比較検討を行うとともに、必要に応じ他の公的な書類と併せ慎重に

審査する。敷地の範囲は、田、畑、山林と判断される部分にあっては一体の敷地に含ま

ないこととし、住居、家屋やその付属建築物、井戸等住居と一体である施設の配置状況

及び生け垣等敷地範囲の明確な区画の有無などを確認の上判断する。 
イ 申請地において、農業的土地利用から宅地的土地利用への転換を証する書類 

  ウ 公的機関等の諸証明 
  エ 申請地における線引き日から現在に至るまでの土地利用の経過及び土地の現況 
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（５）基準２第１号に規定する「自己の居住の用に供するための専用住宅」については、申請者

の住民票、借家建物謄本、土地賃貸借契約書等によって判断するものとする。 
（６）基準３第１号に規定する「所定の道路」とは、車両が２方向以上に分散できる４メートル

以上の道路をいう。 
（７）当該開発区域内において、開発に伴い必要とされる公共施設の土地の部分が本市の管理に

属することが確実な場合は、当該公共施設の土地については、基準１第２号に該当しない

土地も含むものとする。ただし、開発区域が３，０００平方メートル以下の場合において

は、開発による道路に限り適用し、かつ、本市の管理に属することが確実であること。 
（８）申請地及びその周辺で申請者が所有する土地に違反建築物が存在しないものとする。 
（９）上記に定めるもののほか、平塚市まちづくり条例を遵守すること。 
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提案基準２０ 建築物の用途変更 

 
 市街化調整区域において、市街化調整区域に関する都市計画の決定の日（以下「線引き日」と

いう。）前から存する建築物又は線引き日以後に都市計画法（以下「法」という。）に適合して建

築され、かつ、現在も適法に利用されている建築物について用途変更を行う場合は、申請の内容

が次の要件を満たすものについて認めるものとする。 
 
（適用対象） 
１ 当該申請は、次に掲げるいずれかに該当するものであること。 
（１）線引き日以後に建築された建築物のうち、次のいずれかに該当するものについて、一身専

属性を有する当初の建築主本人が第三者へ譲渡等を行う目的で用途の変更ができるものは、

基準２第１号アに規定する居住実績及び第２号に規定するやむを得ない理由に適合するも

のであること。ただし、次のウに該当し、一身専属性を有する建築主本人が１０年以上居

住したものについては、一身専属性を問わないものとする。 
  ア 農業を営む者の住宅 
  イ 農家等の分家住宅 
  ウ 法第３４条第１３号に基づく届出を受けて建築された自己居住用住宅又は自己業務用建

物（以下「法第３４条第１３号届出住宅等」という。） 
（２）線引き日前から存する建築物について、現在居住又は利用している者が使用目的の変更を 

行う場合、都市計画法施行令（以下「政令」という。）第３６条第１項第３号イ又はロに規 
定する建築物以外の用途に変更することができるものは、基準２第１号イに規定する居住 
又は利用実績及び基準３に規定する建築物の使用用途の変更の範囲に適合するものである 
こと。 

（３）線引き日以後に法に適合して建築された一身専属性のない建築物について、現在居住又は

利用している者が使用目的の変更を行う場合、政令第３６条第１項第３号イ又はロに規定

する建築物以外の用途に変更することができるものは、基準２第１号イに規定する居住又

は利用実績及び第２号（アは除く。）に規定するやむを得ない理由及び基準３に規定する建

築物の使用用途の変更の範囲に適合するものであること。 
（４）現在、専用住宅として使用されている建築物で現在居住している善意の第三者の財産権及

び生活権保護の観点から必要と認められる場合に、従前の用途にかかわらず現在の用途に

変更できるものは、基準２第３号に規定する現在の用途に変更できる要件に適合するもの

であること。 
 
（適合要件） 
２ 当該基準１に規定する用途変更を行う場合の要件は、次に掲げるものとする。 
（１）基準１第１号、第２号及び第３号に規定する居住又は利用実績は、次を満たすものである

こと。 
  ア 基準１第１号に規定する農業を営む者の住宅及び農家等の分家住宅にあっては、一身専

属性を有する本人が１０年以上の居住実績があること。  
  イ 基準１第２号及び第３号に規定する建築物の使用目的の変更に係るものにあっては、当

該用途変更を行う者が１０年以上の居住又は利用実績があること。 
（２）基準１第１号及び第３号に規定するやむを得ない理由とは、一身専属性を有する当初の建

築主本人又は使用目的の変更を行う者が次に掲げる要件のいずれかに該当するものである

こと。 
  ア 農業を営む者としての資格を喪失したもの。 
  イ 生計維持者の死亡、破産宣告、負債の返済等経済的理由が明確であること。 
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  ウ 転勤、転地療養、離婚等家庭的理由が明確であること。 
  エ その他、真にやむを得ない理由が明確であること。 
（３）基準１第４号に規定する現在居住している善意の第三者の財産権及び生活権保護の観点か

ら現在の用途に変更できる要件は、次のいずれにも適合すること。 
ア 建築後２０年以上経過していること。 
イ 現在の居住者が５年以上継続して当該専用住宅に居住していること。 

 
（用途変更区分） 
３  建築物の使用用途の変更の範囲は、下表の用途の系列項用途の項内の変更であること。 
 

用 途 例 
兼用住宅 事務所兼用、店舗兼用、塾兼用、教室兼用、作業所兼用、アトリ

エ兼用、工房兼用 

集合住宅 長屋、共同住宅、寄宿舎、下宿 
事務所 事務所、自動車販売店 
倉庫 一般倉庫、農業用倉庫 

 
留意点 
（１）相続による一般承継は、一身専属性が継続しているものとみなす。 
（２）基準１第１号の規定により用途の変更を申請する者は、当該建築物に対して従前都市計画

法許可又は建築確認を受けた者とする。 
（３）基準１第２号及び第３号の規定により用途の変更を申請する者は、現在居住又は利用して

いる者とする。 
（４）基準１第４号の規定により用途の変更を申請する者は、現在居住している善意の第三者と

する。 
（５）法第２９条に規定する開発許可を受けて建築された建築物の用途変更は、法第４２条第１

項ただし書きに規定する許可が必要であるが、許可に当たっては本提案基準に適合するも

のとする。 
（６）本基準は、都市計画法に違反している建築物については対象としない。 
（７）本基準は、許可を申請する際に現存する建築物を対象とする。 
（８）兼用住宅から専用住宅へ用途を変更する場合は、本基準に基づく許可は不要とする。 
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提案基準２１ 付属建築物として最低限必要な管理棟 

 
 市街化調整区域に既に存在し、又は新たに設置する駐車場、資材置場及び産業廃棄物の処理施

設等（以下「施設」という。）を適正に利用するために維持管理上最低限必要な管理棟を建築する

場合は、申請の内容が次の要件を満たすものについて認めるものとする。 
 
（適用対象） 
１ 管理棟の用途は、当該施設を維持管理する上で最低限必要なものであること。 
 
（立地基準） 
２ 申請地は、次に掲げる要件に適合すること。  
（１）管理棟の敷地の規模等は、次に掲げる要件を満たすものであること。 
  ア 駐車場又は資材置場に係るものは、その面積が２，０００平方メートル以上の場合に限

りおおむね３０平方メートル以下であること。 
  イ 産業廃棄物の処理施設等に係るものは、その面積が５，０００平方メートル未満の場合

はおおむね６０平方メートル以下とし、５，０００平方メートル以上の場合はおおむね

８０平方メートル以下であること。 
（２）管理棟の位置等は次に掲げる要件のいずれにも適合すること。 
  ア 管理棟の位置は、当該施設内に建築するものであること。 
  イ 管理棟の敷地は、９メートル以上（周辺の状況によりやむを得ない場合は、６メートル

以上。）の幅員を有する道路に接していること。 
  ウ 専用通路を必要とする場合は、当該専用通路部分の面積を含まないものとする。 
  エ 申請地には、本市の土地利用計画等に支障のある区域を含まないこと。 
 
（施設基準） 
３ 当該建築物の敷地内の緑地については、他法令等の規定により確保すること。 
  
（その他） 
４ その他、次に掲げる要件に適合するものであること。 
（１）産業廃棄物の処理施設等は、「市街化調整区域における産業廃棄物の処理施設等の設置に 

係る取扱指針」( 神奈川県策定) に適合するものであること。 
（２）申請地が農地であるときは、農地転用等の許可が受けられるものであること。 
 
留意点 
（１）「産業廃棄物の処理施設等」とは、中間処理施設及び積替・保管施設に限定するものとする。 
（２）基準１に規定する「管理棟の用途」は、維持管理上最低限必要な事務スペース、作業員の

使用する便所等に限るものとする。 
（３）基準２第１号アに規定する駐車場又は資材置場の管理棟において、営業活動及び事業活動

を行わないものとする。 
（４）基準２第１号アに規定する駐車場又は資材置場において、その面積が２，０００平方メー

トル未満のものについては管理棟を建築することはできない。 
（５）基準２第２号ウの規定について、建築基準法の建ぺい率及び容積率の算定にあたっては専

用通路部分の面積は含まないものとする。 
（６）上記に定めるもののほか、平塚市まちづくり条例を遵守すること。 
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 管理棟の位置について 
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第４章 開発許可の基準 

１ 市街化調整区域における都市計画法第３４条第１２号の規定による開発許可等

の基準に関する条例 

                              平成２６年７月２日 
                                 条例第１５号 

（趣旨） 
第１条 この条例は、市街化調整区域における都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下「法」

という。）第３４条第１２号の規定による開発許可の基準及び都市計画法施行令（昭和４４年政

令第１５８号。以下「政令」という。）第３６条第１項第３号ハの規定による法第４３条第１項

の許可の基準を定めるものとする。 
（定義） 
第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 
（１） 線引き 市街化区域と市街化調整区域との区分に関する都市計画が決定され、又は当該  

都市計画を変更して市街化調整区域が拡張されたことをいう。 
（２） 専用住宅 一戸建ての住宅であって、居住以外の用に供する部分がないものをいう。 
（３） 兼用住宅 一戸建ての住宅であって、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）別表第２

（い）項第２号に規定するものをいう。 
（４） 予定建築物 開発区域内において予定される建築物をいう。 
２ 前項に定めるもののほか、この条例における用語の意義は、法、建築基準法及び建築基準法

施行令（昭和２５年政令第３３８号）の例による。 
（法第３４条第１２号の規定による開発許可の基準） 
第３条 法第３４条第１２号の規定により、開発区域の周辺における市街化を促進するおそれが

ないと認められ、かつ、市街化区域内において行うことが困難又は著しく不適当と認められる

開発行為として条例で定めるものは、次に掲げるものとする。 
（１）  市街化調整区域において、当該市街化調整区域に係る線引きの日前から土地を所有する

者又は当該線引きの日に当該市街化調整区域に係る土地を所有していた者の直系血族（尊

属を除く。）で当該線引きの日以後に当該土地を相続若しくは贈与により承継を受けた者、

当該土地を使用貸借により借りている者その他市長が定める者であって、農家（農林業セ

ンサス規則（昭和４４年農林省令第３９号）第２条第３項に規定する農家をいう。以下同

じ。）に属する者又は線引きの日前から引き続き当該市街化調整区域に居住している者（以

下この号において「農家等に属する土地所有者」という。）の親族（当該農家等に属する

土地所有者の２親等内の直系血族（尊属を除く。）又は配偶者の子であって、当該農家等

に属する土地所有者と住居及び生計を一にしたことがある者に限る。）が、当該市街化調

整区域において自己の居住の用に供する専用住宅（敷地面積（平塚市建築基準条例（平成

１８年条例第３３号）第１０条の路地状部分を除く。次号において同じ。）が１５０平方

メートル以上４００平方メートル以下であり、かつ、当該専用住宅の延べ面積が２００平

方メートル以下であるものに限る。）を新たに必要とするやむを得ない理由があり、当該

市街化調整区域内の集落内又は集落に近接する区域の土地（以下「対象土地」という。）

に当該専用住宅を建築することを目的として行う開発行為であって、市長が定める基準を

満たすもの 
（２）  前号に該当するものとして許可を受けて専用住宅を建築した者（農家又は当該市街化調

整区域に継続して居住している世帯（都市計画の変更により市街化区域に編入されて居住

している世帯を含む。）に属する者に限る。以下この号において「農家を離れた者等」と

いう。）と住居及び生計を一にしていたことがある者（当該農家を離れた者等から当該土

地を相続又は贈与により承継を受けた者、当該土地を使用貸借により当該農家を離れた者
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等から借りている者その他市長が定める者であって、当該農家を離れた者等の１親等内の

直系血族（尊属を除く。）に限る。）が、市街化調整区域において自己の居住の用に供する

住宅を新たに必要とするやむを得ない理由があり、対象土地に自己の居住の用に供する専

用住宅（敷地面積が１５０平方メートル以上４００平方メートル以下であり、かつ、当該

専用住宅の延べ面積が２００平方メートル以下であるものに限る。）を建築することを目

的として行う開発行為であって、市長が定める基準を満たすもの 
（３）  土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第３条各号に掲げる事業の施行に伴い当該事

業を施行する者（以下この号において「事業主体」という。）の要請に基づき、自己の居

住の用に供する専用住宅を移転し、又は除去する必要がある場合に、これに代わるものと

して本市の区域内（当該専用住宅が本市の区域外にある場合は、当該専用住宅の敷地を中

心とした半径５キロメートルの円で囲まれる本市の区域内）の当該専用住宅の敷地と同程

度の敷地面積（当該敷地面積が１５０平方メートル未満の場合は、１５０平方メートル）

の土地で事業主体があっせんしたものに、当該移転し、又は除去する専用住宅と同程度の

延べ面積で自己の居住の用に供する専用住宅を建築することを目的として行う開発行為

であって、市長が定める基準を満たすもの 
（４）  線引きの日前から市街化調整区域内にある専用住宅若しくは兼用住宅又は線引きの日

以後に法第３章第１節の規定による許可を受けて建築された専用住宅若しくは兼用住宅

の建替え（増築及び改築を含む。以下同じ。）を目的とする開発行為であって、市長が定

める基準を満たすもの。ただし、予定建築物が次のいずれにも該当するものに限る。 
  ア 建替えをする前の建築物と同一の用途であること。 
  イ 敷地面積の増加を伴わないものであること。ただし、自己の居住の用に供するものにあ

っては、増加後の敷地面積が３００平方メートル（第１号又は第２号に掲げる開発行為

として許可を受けたもので、当該許可に係る土地が線引きの日前から所有していたもの

である場合は、４００平方メートル）以下である場合は、この限りでない。 
  ウ 申請に係る部分の床面積が２００平方メートル以下であること。 
（５）  次のいずれかに該当する区域内にある土地であり、当該土地のある市街化調整区域に係

る線引きの日前から宅地であることが明らかであると認められるものにおいて、自己の居

住の用に供するための専用住宅又はそれ以外の開発区域の面積が１，０００平方メートル

未満である専用住宅を建築することを目的として行う開発行為であって、市長が定める基

準を満たすもの。ただし、土地の区画の変更を伴う場合にあっては、予定建築物の敷地面

積は、１５０平方メートル以上でなければならない。 
  ア 予定建築物の敷地を中心とした半径１００メートルの円で囲まれる区域においておおむ

ね１００（市街化区域からおおむね１キロメートルを超えない距離の区域にあっては、

おおむね５０）以上の建築物がある区域 
  イ おおむね１００（市街化区域からおおむね１キロメートルを超えない距離の区域にあっ

ては、おおむね５０）以上の建築物が、敷地相互の間隔が５０メートル以内で連たんす

る区域 
 （政令第３６条第１項第３号ハの規定による法第４３条第１項の許可の基準） 
第４条 政令第３６条第１項第３号ハの規定により、建築物の周辺における市街化を促進するお

それがないと認められ、かつ、市街化区域内において行うことが困難又は著しく不適当と認め

られる建築物の新築等として条例で定めるものは、次に掲げるものとする。 
（１） 前条第１号から第３号までに規定する開発行為の予定建築物の要件に該当する建築物の

新築等 
（２） 前条第４号に規定する開発行為の予定建築物の要件に該当する建築物の改築 
（３） 前条第５号に規定する開発行為の予定建築物の要件に該当する建築物（敷地面積が１，０

００平方メートル未満であるものに限る。）の新築等  
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附 則 
 （施行期日） 
１ この条例は、公布の日から施行する。 
 （経過措置） 
２ この条例は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後に行われる法第２９条第１

項及び第４３条第１項の許可の申請について適用する。 
３ 施行日前に法第３４条第１４号又は都市の秩序ある整備を図るための都市計画法等の一部を

改正する法律（平成１８年法律第４６号）第１条の規定による改正前の法第３４条第１０号ロ

に該当するものとして許可を受けて専用住宅を建築した者は、当該許可に係る開発行為が第３

条第１号に掲げる基準に該当するときは、同条第２号の規定の適用については、同条第１号に

該当するものとして許可を受けて専用住宅を建築した者とみなす。 
４ 施行日前に政令第３６条第１項第３号ホに該当するものとして許可を受けて専用住宅を建築

した者は、当該許可に係る建築物（新築するものに限る。）が第３条第１号に規定する開発行為

の予定建築物の要件に該当するときは、同条第２号の規定の適用については、同条第１号に該

当するものとして許可を受けて専用住宅を建築した者とみなす。 
５ 都市計画法及び建築基準法の一部を改正する法律（平成１２年法律第７３号。以下「法律第

７３号」という。）による改正前の法第４３条第１項第６号ロの規定（法律第７３号附則第６条

第１項の規定によりなおその効力を有することとされる場合を含む。）により確認を受けて建築

された建築物は、第３条第４号の規定の適用については、法第３章第１節の規定による許可を

受けて建築されたものとみなす。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 





  

 

２ 平塚市開発行為等取扱規則 

平成１３年３月３０日 
規則第３３号 

（趣旨） 
第１条 この規則は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下「法」という。）、都市計画

法施行令（昭和４４年政令第１５８号。以下「政令」という。）及び都市計画法施行規則（昭和

４４年建設省令第４９号。以下「省令」という。）に基づく開発行為等の取扱いについて別に定

めるもののほか、この規則の定めるところによる。 
第２条 削除 
（開発行為の許可申請） 
第３条 法第２９条に規定する開発行為の許可（以下「開発許可」という。）を受けようとする者

は、法第３０条第１項に規定する申請書に次に掲げる図書（主として自己の居住の用に供する

住宅の建築の用に供する目的で行う開発行為にあっては第５号及び第６号に掲げるもの、主と

して住宅以外の建築物若しくは特定工作物で自己の業務の用に供するものの建築若しくは建設

の用に供する目的で行う開発行為（開発区域の面積が１ヘクタール以上のものを除く。）にあっ

ては第３号、第５号及び第６号に掲げるもの、その他の開発行為にあっては第３号に掲げるも

のを除く。）を添えて市長に申請しなければならない。 
（１）開発区域の土地の登記事項証明書又はこれに代わるもの 
（２）開発区域が明示されている土地の公図の写し 
（３）設計概要書（第２号様式） 
（４）実測図に基づく開発区域内の公共施設の新旧対照図 
（５）申請者の資力及び信用に関する申告書（第３号様式） 
（６）工事施行者の能力に関する申告書（第４号様式） 
（７）前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 
（設計説明書の様式） 
第４条 省令第１６条第２項に規定する設計説明書は、設計説明書（第５号様式）、従前の公共施

設一覧表（第６号様式）、新設する公共施設一覧表（第７号様式）及び付替えに係る公共施設一

覧表（第８号様式）によるもの及び実測図に基づく開発区域内の公共施設の新旧対照図とする。 
（開発行為の施行等の同意書の様式） 
第５条 省令第１７条第１項第３号に規定する同意を得たことを証する書類は、開発行為の施行

等の同意書（第９号様式）及び開発区域内権利者一覧表（第１０号様式）とする。 
（設計者の資格に関する申告書の様式） 
第６条 省令第１７条第１項第４号に規定する資格を有する者であることを証する書類は、設計

者の資格に関する申告書（第１１号様式）とする。 
（既存の権利者の届出） 
第７条 法第３４条第１３号の規定による既存の権利者の届出は、都市計画法第３４条第１３号

の規定による届出書（第１２号様式）を市長に提出して行うものとする。 
第８条 削除 
（変更許可申請書の様式） 
第９条 法第３５条の２第２項に規定する申請書は、開発行為変更許可申請書（第１３号様式）

とする。 
２ 前項の申請書には、次に掲げる図書を添付しなければならない。 
（１）第３条各号に掲げる図書のうち、その内容が変更となるもの 
（２）前号に掲げるもののほか、市長が必要と認める図書 
（軽微な変更の届出） 
第１０条 法第３５条の２第３項の規定による軽微な変更の届出は、開発行為変更届出書（第１
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４号様式）に次に掲げる図書を添えて市長に提出して行うものとする。 
（１）省令第２８条の４第１号に規定する予定建築物等の敷地の形状の変更にあっては、その内

容が明示された設計図 
（２）前号に掲げるもののほか、市長が必要と認める図書 
第１１条 省令第２８条の４に規定するもの以外の開発行為に係る軽微な変更が生じた場合は、

開発行為の軽微な修正届(第１５号様式)に次に掲げる図書を添えて市長に提出しなければなら
ない。 

（１）修正の前後が対照できる図書 
（２）前号に掲げるもののほか、市長が必要と認める図書 
（工事完了の届出の添付図書） 
第１２条 省令第２９条に規定する工事完了届出書及び公共施設工事完了届出書には、次に掲げ

る図書（主として自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供する目的で行う開発行為にあっ

ては、第４号及び第５号に掲げるものを除く。）を添付しなければならない。 
（１）開発区域の区域図 
（２）工事完了（竣工）図 
（３）公共施設工事完了図 
（４）開発区域が明示されている土地の公図の写し 
（５）開発区域内の土地の地番目録 
（６）工事の施工状況の報告（工事の記録は、おおむね次の表に準じて作成する。） 
工事の種類 報告事項（写真その他の資料によるものとする。） 

表土の保全工事 保全の状況 
擁壁工事 １ 鉄筋コンクリート造の擁壁の基礎杭の耐力並びに基礎及び壁体の

配筋の状況 
２ 練積み造の擁壁の壁体の厚さ又は組積材裏込めコンクリートの厚

さ 
３ 擁壁の水抜き穴及びその周辺の状況 

盛土工事 １ 急斜面に盛土をする場合における盛土前の段切りその他の措置 
２ 暗渠排水管の施設状況 

道路工事 道路を舗装する場合における舗装工事開始前の当該道路の状況 
貯水施設工事 １ 根切りを完了したときの状況 

２ 底版又は床版の配筋の状況 
市長が指定する

工事 
市長が必要と認め、指定する工事の状況 

（７）前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める図書 
２ 前項の工事完了（竣工）図及び公共施設工事完了図は、次の表に定めるところにより作成し

たものでなければならない。 
図面の種類 明示すべき事項 縮尺 

工事完了（竣工）

図 
開発区域の境界、公共施設の位置及び形状並び

に予定建築物等の敷地の形状、敷地に係る予定建

築物等の用途、公益的施設の位置、樹木又は樹木

の集団の位置並びに緩衝帯の位置及び形状 

５００分の１以上 

公共施設工事完

了図 
当該開発許可に係る公共施設の位置及び形状 ５００分の１以上 

 
 
（建築制限解除の承認申請） 
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第１３条 法第３７条第１号の規定により承認を受けようとする者は、建築制限解除承認申請書

（第１６号様式）に次に掲げる図書を添えて市長に申請しなければならない。 
（１）概要説明書（第１７号様式） 
（２）申請に係る建築物等の位置を明示した土地利用計画図 
（３）開発区域の区域図 
（４）建築物等平面図 
（５）工程表 
（６）前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める図書 
２ 市長は、前項の規定による申請を受けたときは、その内容を審査の上、適否を決定し、建築

制限解除承認決定通知書（第１８号様式）により通知するものとする。 
（開発行為に関する工事の廃止の届出書の添付図書） 
第１４条 省令第３２条に規定する開発行為に関する工事の廃止の届出書には、次に掲げる図書

を添付するものとする。 
（１）開発行為に関する工事の廃止の理由及び廃止に伴う事後の措置 
（２）廃止時における当該開発区域の土地の現況図 
（３）前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める図書 
（予定建築物等以外の建築等の許可申請等） 
第１５条 法第４２条第１項ただし書の規定により許可を受けようとする者は、予定建築物等以

外の建築等許可申請書（第１９号様式）に次に掲げる図書を添えて市長に申請しなければなら

ない。 
（１）建築物（等）概要書（第２０号様式） 
（２）付近見取図 
（３）敷地現況図 
（４）土地利用計画図 
（５）建築物平面図 
（６）建築物立面図 
（７）前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める図書 
２ 市長は、前項の規定による申請を受けたときは、その内容を審査の上、適否を決定し、予定

建築物等以外の建築等許可決定通知書（第２１号様式）により通知するものとする。 
 （市街化調整区域内における建築物の特例許可申請等) 
第１６条 法第４１条第２項ただし書（法第３５条の２第４項において準用する場合を含む。）の

規定により許可を受けようとする者は、建築物特例許可申請書（第２２号様式）に前条第１項

各号に掲げる図書を添えて市長に申請しなければならない。 
２ 市長は、前項の規定による申請を受けたときは、その内容を審査の上、適否を決定し、建築

物特例許可決定通知書（第２３号様式）により通知するものとする。 
（建築物の新築等の許可申請書の添付図書） 
第１７条 省令第３４条第１項に規定する建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第一種特

定工作物の新設許可申請書には、第１５条第１項第１号及び第４号から第６号までに掲げる図

書のほか、次に掲げる図書を添付しなければならない。 
（１）敷地に係る土地の登記事項証明書 
（２）敷地に係る土地の公図の写し 
（３）前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める図書 
（許可に基づく地位の承継の届出） 
第１８条 法第４４条の規定により被承継人が有していた地位を承継した者は、遅滞なく地位承

継届（第２４号様式）に当該許可に基づく地位を承継したことを証するものを添えて市長に提

出しなければならない。 





  

 

（許可に基づく地位の承継の承認申請等） 
第１９条 法第４５条の規定により承認を受けようとする者は、開発許可承継承認申請書（第２

５号様式）に次に掲げる図書を添えて市長に申請しなければならない。 
（１）開発行為に関する工事を施行する権原を取得したことを証するもの 
（２）申請者の資力及び信用に関する申告書 
（３）工事の施行状況に関する図書 
（４）開発区域の区域図 
（５）前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める図書 
２ 市長は、前項の規定による申請を受けたときは、その内容を審査の上、適否を決定し、開発

許可承継承認決定通知書（第２６号様式）により通知するものとする。 
（開発登録簿の調書） 
第２０条 省令第３６条第１項に規定する開発登録簿の調書は、（第２７号様式）とする。 
（身分証明書の様式） 
第２１条 法第８２条第２項に規定する身分を示す証明書は、身分証明書（第２８号様式）とす

る。 
（開発行為又は建築等に関する証明書の交付申請等） 
第２２条 省令第６０条の規定により法第２９条第１項、第３５条の２第１項、第４１条第２項、

第４２条又は第４３条第１項の規定に適合していることを証する書面の交付を求めようとする

者は、開発行為又は建築等に関する証明書交付申請書（第２９号様式）に次に掲げる図書を添

えて市長に申請しなければならない。 
（１）建築確認申請書の写し 
（２）前号に掲げるもののほか、市長が必要と認める図書 
２ 市長は、前項の規定による申請を受けたときは、その内容を審査し、適当と認めるものにあ

っては開発行為又は建築等に関する証明書（第３０号様式）を交付し、適当でないと認めるも

のにあっては理由を付してその旨を通知するものとする。 
（取下げ） 
第２３条 法第２９条、法第４２条第１項ただし書及び法第４３条第１項に規定する許可申請を

取り下げる場合には、取下げ届（第３１号様式）を市長に提出しなければならない。 
（標識の掲示） 
第２４条 開発許可を受けた者は、開発区域が接する主要な道路付近その他開発区域の見やすい

場所に、開発許可済の標識（第３２号様式）を市長が指定する期間掲示しておかなければなら

ない。 
２ 法第４３条第１項に規定する許可（以下「建築等許可」という。）を受けた者は、当該建築等

許可に係る敷地が接する主要な道路付近その他見やすい場所に、建築等許可済の標識（第３３

号様式）を当該工事が完了するまでの間掲示しておかなければならない。 
（開発許可申請書等の提出部数） 
第２５条 法、政令及び省令並びにこの規則に規定する申請に係る書類の提出部数は、正本及び

副本それぞれ１部とする。 
（その他） 
第２６条 この規則に定めるもののほか、法、政令及び省令に基づく開発行為等の取扱いについ

て必要な事項は、別に定める。 
附 則 
この規則は、平成１３年４月１日から施行する。 
附 則 
この規則は、平成１５年４月１日から施行する。 
附 則 





  

 

この規則は、平成１６年４月１日から施行する。 
附 則 
この規則は、平成１７年３月７日から施行する。ただし、第１８号様式、第２１号様式、第２３

号様式及び第２６号様式の改正規定は、平成１７年４月１日から施行する。 
附 則 
この規則は、平成１９年１１月３０日から施行する。 
附 則 
この規則は、平成２０年４月１日から施行する。 
附 則 
（施行期日） 
１ この規則は、平成２０年７月１日から施行する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 





  

 

第２号様式（第３条関係） 

設  計  概  要  書 

設計の方針 
 

工 区 計 画 
工 区 の 名 称 工 区 面 積 着手予定年月日 完了予定年月日 

 
㎡   年  月  日   年  月  日 

土 

地 

の 

現 

況 

開 

発 

区 

域 

内 

の 

区域 
 
区分 

□ 市街化区域 
□ 市街化調整区域 
□ その他の区域 

地域 
 
地区 

用 途 地 域 その他の地域地区 
  

地
目
別
概
要 

 宅 地 農 地 山 林 公共施設用地 その他 合  計 

面 積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 

比 率 ％ ％ ％ ％ ％ １００％ 

土 地 利 用 
 
計   画 

 宅地等用地 
公 共 施 設 用 地 その他の 

用  地 
合  計 

道路用地 排水施設用地 その他の用地 小  計 

面 積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 
比 率 ％ ％ ％ ％ ％ ％ １００％ 

公  共  施  設  一  覧  表 

従前 
新設 
の別 

公共施設の 
名   称 

新旧対照

図に付し

た 番 号 

廃止、付 
替え拡幅 
等 の 別 

概     要 
管理者の 
名  称 

所有者の 
名  称 

摘 要 幅 員 
（管径） 

延 長 面 積 

    

ｍ ｍ ㎡ 

   

備考 １ 設計の方針の欄には、当該開発行為の目的、開発計画の設計に関して特に留意したこと等

を記入してください。 
   ２ 公共施設の所有者と管理者が異なる場合は、摘要の欄に所有者の名称を記入してください。 
   ３ 概要の欄の道路の幅員については有効幅員を、道路の面積については道路敷の面積を記入

してください。





  

 

第３号様式（第３条、第１９条関係） 

申請者の資力及び信用に関する申告書 
                                   年  月  日 
 （提出先） 
  平 塚 市 長 
             申請者 住  所 
 
                 氏  名                    
 
                 電話番号 
 都市計画法第３３条第１項第１２号に規定する必要な資力及び信用について、次のとおり申告します。 
設 立 年 月 日      年   月   日 資 本 金              千円 

法令による登録等  

従  業  員  数            人（うち土木建築関係技術者       人） 

前 年 度 事 業 量              千円 資 産 総 額           千円 

前年度又は前年の納税額 法人税又は所得税          千円    法人市民税          千円 

主たる取引金融機関  

工事監理者の住所及び氏名  

役 

員 

略 

歴 

職  名 氏   名 年齢 在社年数 資格、免許、学歴その他 

 歳 年 

     

     

     

宅 
地 

造 

成 

経 

歴 

工事の名称 工事施行者 工事施行場所 面積 許認可の年月日及び番号 着工及び完了の年月 

   
㎡ 年  月  日 
第      号 

年  月着工 
年  月完了 

   
㎡ 年  月  日 
第      号 

年  月着工 
年  月完了 

   
㎡ 年  月  日 
第      号 

年  月着工 
年  月完了 

   
㎡ 年  月  日 
第      号 

年  月着工 
年  月完了 

   
㎡ 年  月  日 
第      号 

年  月着工 
年  月完了 

備考 １ 法令による登録等の欄には、宅地建物取引業法による宅地建物取引業者の免許、建築士法による建築士 
    事務所の登録、建築業法による建設業者の登録等について記入してください。 
   ２ 次に掲げる書類を添えてください。 

(1) 申請者が法人である場合 
ア 前年度に係る法人税及び法人市町村民税等の納税証明書 
イ 法人の登記事項証明書等 
ウ 財務諸表（直前の事業年度のもの） 

   (2) 申請者が個人である場合 
    ア 前年に係る所得税の納税証明書 
    イ 住民票 
   ３ 証明書等については、申請日の 3ヶ月前までのものを添付してください。





 

 

第４号様式（第３条関係） 
工 事 施 行 者 の 能 力 に 関 す る 申 告 書 

                                   年  月  日 
 （提出先） 
  平 塚 市 長 
            申 請 者 住  所 
 
                  氏  名                    
 
                  電話番号 
 
            工事施行者 住  所 
 
                  氏  名                    
 
                  電話番号 
 
都市計画法第３３条第１項第１3号に規定する必要な能力について、次のとおり申告します。 
設 立 年 月 日      年   月   日 資 本 金              千円 

法令による登録等  

従  業  員  数 事   務 技   術 労   務 計 
        人         人         人         人 

前年度又は前年の納税額 法人税又は所得税         千円     法人市民税        千円 

主たる取引金融機関  
建設業法第 26条による 
主任技術者の住所及び氏名  

技 

術 

者 

略 

歴 

職  名 氏   名 年齢 在社年数 資格、免許、学歴その他 

 歳 年 

     

     

     

宅
地
造
成
工
事
等
施
行
経
歴 

注文主の氏名 元請、下請の別 工事施行場所 面 積 許可の年月日 完了年月日 

   ㎡ 年  月  日 年  月 

   ㎡ 年  月  日 年  月 

   ㎡ 年  月  日 年  月 

   ㎡ 年  月  日 年  月 

   ㎡ 年  月  日 年  月 

備考 １ 法令による登録等の欄には、建設業法による建設業者の登録、建築士法による建築士事務所の登録等に 
    ついて記入してください。 
   ２ 次に掲げる書類を添えてください。 

(1) 申請者が法人である場合 
ア 前年度に係る法人税及び法人市町村民税等の納税証明書 
イ 法人の登記事項証明書等 
ウ 事業経歴書 

   (2) 申請者が個人である場合 
    ア 前年に係る所得税の納税証明書 
    イ 住民票 
   ３ 証明書等については、申請日の 3ヶ月前までのものを添付してください。 





 

 

第５号様式（第４条関係） 

設  計  説  明  書 

設 

計 

の 

方 

針 

 
 
 
 
 
 
 
 

工 

区 

計 

画 

工 区 の 名 称 工 区 面 積 着工予定年月日 完了予定年月日 
 ㎡   

    
    

土 

地 

の 

現 

況 

開 

発 

区 

域 

内 

の 

区 域 
区 分 

 □ 市街化区域 
 □ 市街化調整区域 
 □ その他の区域 

地 域 
地 区 

用  途  地  域 そ の 他 の 地 域 地 区 
  

地
目
別
概
要 

 宅  地 農  地 山  林 公共施設用地 そ の 他 計 

面  積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 

比  率 ％ ％ ％ ％ ％ １００％ 

土地利用 
計   画 

 宅 地 等 用 地 公共施設用地  公益的施設用地 その他の用地  計 

面  積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 

比  率 ％ ％ ％ ％ １００％ 

街
区
の
設
定
計
画 

街   区   数 街区 最大街区面積 ㎡ 街区最長辺長 ｍ 

最 大 区 画 面 積 ㎡ 最小区画面積 ㎡ 平均区画面積 ㎡ 

予定建築物等の用途    そ  の  他 計 

区 画 数（戸数）      

公 共 施 設 
用地の内訳 

 道 路 用 地 公 園 用 地 排水施設用地 その他の用地 計 

面   積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 

開発区域の面積

に対する比率 
％ ％ ％ ％ ％ 

公益的施設

用地の内訳 

名   称    その他の用地 計 

面   積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 

開発区域の面積

に対する比率 
％ ％ ％ ％ ％ 

備考 １ 設計の方針の欄には、当該開発行為の目的、開発計画の設計に関して特に留意したこと等を記入してくだ

さい。 
   ２ 区画数欄には、予定建築物の用途が住宅の場合は、住宅の戸数を括弧書きで記入してください。 
   ３ 公益的施設用地の内訳の欄には、小学校、保育所、診療所、日用品の店舗等を記入してください。 
   ４ 次に掲げる図書を添えてください。 
    (1) 従前の公共施設一覧表（第６号様式）    (3) 付替えに係る公共施設一覧表（第８号様式） 
    (2) 新設する公共施設一覧表（第７号様式）   (4) 実測図に基づく開発区域内の公共施設の新旧対照図 





 

 

第６号様式（第４条関係） 

従 前 の 公 共 施 設 一 覧 表 

 従前の公共施設の有無 有  無 

従前の公共 
施設の名称 

新旧対照
図に付し
た番号 

廃止､付

替え､拡

幅等の別 

概    要 
管 理 者 の 名 称 所 有 者 の 名 称 摘 要 幅 員 

(管 径) 延 長 面 積 

   ｍ ｍ ㎡    

備考 １ 従前の公共施設の名称は、道路、公園等の種別ごとに記入してください。 
   ２ 同一物件に権利者が２人以上ある場合は、摘要の欄にその旨を記入してください。 





 

 

第７号様式（第４条関係） 

新 設 す る 公 共 施 設 一 覧 表 

 新設する公共施設の有無 有  無 

新設する公共 
施設の名称 

新旧対照
図に付し
た番号 

概    要 管 理 者 と な る 
べ き 者 の 名 称 

所 有 者 と な る 
べ き 者 の 名 称 

摘 要 幅 員 
(管 径) 延 長 面 積 

  ｍ ｍ ㎡    

 
備考 １ 新設する公共施設の名称は、道路、公園等の種別ごとに記入してください。 
   ２ 概要の欄の道路の幅員については有効幅員を、道路の面積については、道路敷の面積を記入してください。 
   ３ 同一物件に権利者が２人以上ある場合は、摘要の欄にその旨を記入してください。 
   ４ 拡幅の場合は、従前の公共施設の番号、幅員等を摘要の欄に記入してください。 





 

 

第８号様式（第４条関係） 

付 替 え に 係 る 公 共 施 設 一 覧 表 

 付替えに係る公共施設の有無 有  無 

従 前 の 公 共 施 設 付替えに係る公共施設 付替え後に

おける従前

の公共施設

用地の帰属 

摘  要 
名    称 

新旧対照

図に付し

た番号 
土地所有者の名称 名   称 

新旧対照

図に付し

た番号 

       

 
備考 １ 都市計画法第４０条第１項の規定により公共施設の付替えをする場合に記入してください。 
   ２ 付替えに係る公共施設の欄には従前の公共施設に対応する新設の公共施設の名称及び番号を記入してくだ

さい。 





 

 

第９号様式（第５条関係） 

開 発 行 為 の 施 行 等 の 同 意 書  
 
                                     年  月  日 
 
開発者 住 所 
 
    氏 名            様 
 
 
                       権利者 住  所 
 
                           氏  名              ○印  
  
                           電話番号 
 
私が権利を有する次の物件について、開発行為の施行及び開発行為に関する工事を行うことを同意します。 
なお、当該物件が公共施設の用に供する土地となる場合があっても異議ありません。 
 

物 件 の 種 類 所 在 及 び 地 番 面  積 権 利 の 種 別 摘   要 

 平塚市 ㎡  

 

 
備考 １ 印は実印（法人にあっては登記所に提出した印鑑）を押印してください。 
   ２ 申請日の 3ヶ月前までの印鑑登録証明書（法人にあっては印鑑証明書）を添付してください。 





 

 

第１０号様式（第５条関係） 
 

開 発 区 域 内 権 利 者 一 覧 表  
 

物件の種類 所在及び地番  地目 面 積 権利の種別 権利者の氏名 同意の有無 摘   要 

 平塚市  ㎡  

   

 
備考 １ 物件の種類の欄には、土地、建物等の種別を記入してください。 
   ２ 権利の種別の欄には、所有権、抵当権等の別を記入してください。 
   ３ 同意の有無の欄には、その旨を記入し、協議中の場合はその経過を示す説明書を添えてください。 
   ４ 同一物件に権利者が２人以上ある場合は、摘要の欄にその旨を記入してください。 





 

 

第１１号様式（第６条関係） 

設 計 者 の 資 格 に 関 す る 申 告 書 
                                   年  月  日 
 （提出先） 
  平 塚 市 長 
             設計者 住  所 
 
                 氏  名                  ○印  
                                  年  月  日生 
                 電話番号 
 
 次のとおり都市計画法第３１条に規定する国土交通省令で定める資格を有する者であることについて申告します。 
に 

よ 

る 

資 

格 

建 

築 

士 

法 

等 

資  格  内  容 取得年月日 登 録 又 は 合 格 の 番 号 
□ １級建築士 

  年  月  日  □ 技 術 士(           部門) 
□ そ の 他(             ) 

学 

歴 

学 校 の 名 称 学 部及び 学 科 所   在   地 修 業 年 限 

    

実 

務 

経 

歴 

勤  務  先 所 在 地 職  名 在職期間 (合計  年  月) 

  年  月から  年  月まで 

   年  月から  年  月まで 

   年  月から  年  月まで 

   年  月から  年  月まで 

設 
 

計 
 

経 
 

歴 
事 業 主 体 工事施行者 工事施行場所 面 積 許認可の番号 許認可の年月日 

   ㎡ 
第   号 年  月  日 

   ㎡ 
第   号 年  月  日 

   ㎡ 
第   号 年  月  日 

   ㎡ 
第   号 年  月  日 

   ㎡ 
第   号 年  月  日 

都市計画法施行規則第１９条の該当資格 
□ 第１号 
□ 第２号 

イ  ロ  ハ  ニ  ホ  ヘ  ト  チ 

備考 １ 学歴の欄には、設計者の資格に関係のある学歴を記入してください。 
   ２ 実務経歴及び設計経歴の欄には、宅地開発に関する経歴のみを記入してください。 
   ３ 都市計画法施行規則第１９条に規定する資格を有することを証する書類を添えてください。 
 





 

 

第１２号様式（第７条関係） 
 

都市計画法第３４条第１３号の規定による届出書  
                                   年  月  日 

 

 （提出先） 
  平 塚 市 長 
 
             届出者 住  所 
 
                 氏  名                  ○印  
 
                 電話番号 
 
  都市計画法第３４条第１３号の規定により、次のとおり土地（土地の利用に関する所有権以外）

の権利について届け出ます。 
 

職    業 
(法人の場合は、業務内容) 

 

土 
 
 
 

地 

所在及び地番 平 塚 市 

地    目 
農地転用の許可(届出) 
                年  月  日  第    号 
の年月日及び番号 

地    積                      ㎡ 

権利を有していた目的  

権利の種類及び内容 
所有権 所有権以外の権利（                  ） 

そ の 他 必 要 事 項  

備考  





 

 

第１３号様式（第９条関係） 

開 発 行 為 変 更 許 可 申 請 書  
                                   年  月  日 
 （提出先） 
  平 塚 市 長 
 
             申請者 住  所 
 
                 氏  名                    
 
                 電話番号 
 
  都市計画法第３５条の２第２項の規定により、次のとおり開発行為の変更の許可を申請します。 

開

発

行

為

の

変

更

の

概

要 

開発区域に含まれる地域の名称  平塚市 

開 発 区 域 の 面 積                       ㎡ 

予 定 建 築 物 等 の 用 途  

工事施行者の住所及び氏名  

自己の居住の用に供するもの 
自己の業務の用に供するもの 
及 びその 他のも のの別 

 

法第３５条の２第４項において 
準用する法第３４条の該当号 
及 び 該 当 す る 理 由 

 

そ の 他 必 要 な 事 項  

開発許可の許可年月日及び番号      年  月  日  平塚市指令(開)第    号 

変  更  の  理  由  

※  手数料欄  

 
備考 １ ※印の欄には、記入しないでください。 
   ２ 法第３５条の２第４項において準用する法第３４条の該当号及び該当する理由の欄には、申請に係る開

発行為の変更が市街化調整区域内において行われる場合に記入してください。 
   ３ その他必要な事項の欄には、開発行為の変更を行うことについて、農地法その他の法令による許可、認

可等を必要とする場合には、その手続の状況を記入してください。 
   ４ 開発行為の変更の概要（その他必要な事項を除く。）の欄については、変更前及び変更後の内容がわかる

ように対照させて記入してください。 
   ５ 第３条各号に掲げる次の図書のうち、その内容が変更となるものを添付してください。 

(1) 開発区域の土地の登記事項証明書等 
(2) 開発区域が明示されている土地の公図の写し 
(3) 設計概要書（第２号様式） 
(4) 実測図に基づく開発区域内の公共施設の新旧対照図 
(5) 申請者の資力及び信用に関する申告書（第３号様式） 
(6) 工事施行者の能力に関する申告書（第４号様式） 
(7) その他、市長が必要と認める書類 

                               





 

 

第１４号様式（第１０条関係） 
 

開 発 行 為 変 更 届 出 書  
                                   年  月  日 

 

 （提出先） 
  平 塚 市 長 
 
             届出者 住  所 
 
                 氏  名                  ○印  
 
                 電話番号 
 
 
  都市計画法第３５条の２第３項の規定により、次のとおり開発行為の許可事項の軽微な変更をした

ので届け出ます。 
 
 １ 変更に係る事項 
 
 
 
 
 ２ 変更の理由 
 
 
 
 
 ３ 開発許可の許可年月日及び番号 
 
         年   月   日  平塚市指令（開）第    号 
 
 
 
備考 １ 変更に係る事項については、変更前及び変更後の内容がわかるように対照させて記入してくださ

い。 
   ２ 次の図書を添付してください。 
    (1) 省令第２８条の４第１号に規定する予定建築物等の敷地の形状の変更にあっては、その内容が

明示された設計図 
    (2) その他、市長が必要と認める図書 
   





 

 

第１５号様式（第１１条関係） 
 

開 発 行 為 の 軽 微 な 修 正 届  
                                   年  月  日 
 
 （提出先） 
  平 塚 市 長 
 
             届出者 住  所 
 
                 氏  名                  ○印  
 
 
 

開発区域に含まれる 
地 域 の 名 称 

平 塚 市 

許可年月日･番号      年   月   日  平塚市指令(開) 第   号 

修  正  理  由  

修  正  内  容  

 
 
備 考 １ 次の図書を添付してください。 

(1) 修正の前後が対照できる図書 
(2) その他、市長が必要と認める図書 

    

 





 

 

第１６号様式（第１３条関係） 

建 築 制 限 解 除 承 認 申 請 書  

 
 
  都市計画法第３７条第１号の規定に基づく建築制限解除の承認を申請します。 
 
                                   年  月  日 
 （提出先） 
  平 塚 市 長 
             申請者 住 所 
 
                 氏 名                     

 

開 発 許 可 番 号         年   月   日  平塚市指令(開)第    号 

開発許可を受けた者 
の  住  所  氏  名 

 

開発区域に含まれる 
地  域  の  名  称 

平 塚 市 

開 発 区 域 面 積                         平方メートル 

工事完了予定年月日         年  月  日 

申 請 す る 理 由 

 

公共施設等の工事の現況 
 

申 請 区 域 の 名 称  

申 請 区 域 面 積           平方メートル 建築物の棟数・戸数    棟   戸 

 
備考 １ 次の図書を添付してください。 

(1) 概要説明書（第１７号様式） 
(2) 申請にかかる建築物等の位置を明示した土地利用計画図 
(3) 開発区域区域図 
(4) 建築物平面図 
(5) 工程表 
(6) その他、市長が必要と認める図書 

    
      





 

 

第１７号様式（第１３条関係） 
 

概  要  説  明  書  
 
 
             建築主 住 所 
 
                 氏 名                  ○印  
 
 

開発行為に関する工事

が完了する以前に、建

築行為を行う理由 
 

使用開始予定年月日                年   月   日 

敷 地 の 地 名 地 番 平 塚 市 

主  要  用  途  構  造  

敷  地  面  積 
平方メートル 

敷地面積に
対する建築
面積の割合 

パーセント 

建  築  面  積 
平方メートル 

延  べ  面  積 平方メートル 
最高の高さ メートル 

    建 築 物 棟 別 概 要 （一つの敷地に２棟以上建築する場合のみ記入してください。） 

棟 番 号 用   途 構   造 建築面積 延べ面積 最高の高さ 
   平方メートル 平方メートル メートル 

 
備考 １ この用紙は区画ごとに別紙としてください。 
  





 

 

第１８号様式（第１３条関係） 

建築制限解除承認決定通知書 

 
 
                         平塚市指令（開）第   号 
                              年  月  日 
 
 
 住所                       
 
 氏名                       
 
 
 
                      平塚市長  
 
 
 

    年  月  日付けで申請のあった開発行為に係る建築制限解除について、

次のとおり決定する。 

 
 
□ 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３７条第１号の規定により、次の条件

を付けて承認する。 
  （条件） 
 
 
 
 
 
□ 次の理由により承認しない。 
  （理由） 
 

 
 
 （行政不服審査法及び行政事件訴訟法の規定に基づく教示事項） 





 

 

 第１９号様式（第１５条関係） 

予定建築物等以外の建築等許可申請書  
 （提出先） 
  平 塚 市 長 
 
             申請者 住  所 
 
                 氏  名                    
 
                 電話番号 
 
  都市計画法第４２条第１項ただし書の規定により、次のとおり予定建築物等以外の建築等（新築、
新設、改築、用途の変更）の許可を申請します。 

 
開発許可の年月日 
及 び 番 号 

       年  月  日 平塚市指令（開） 第    号 

予定建築物の用途  

土地の所在及び地番 平 塚 市 

新築(新設)、改築又は用
途の変更後の建築物

等  の  用  途 
 

都市計画法第３４条の

該当する号及び理由 
 

新築(新設)、改築又は 
用途の変更の理由 

 

※ 手 数 料 欄   

 
備考 １ ※印の欄には、記入しないでください。 

２ 次の図書を添付してください。 
(1) 建築物(等)概要書（第２０号様式） 
(2) 付近見取図 
(3) 敷地現況図 
(4) 土地利用計画図 
(5) 建築物平面図 
(6) 建築物立面図 
(7)   その他、市長が必要と認める図書 

  





 

 

第２０号様式（第１５条関係） 
 

建 築 物（等）概 要 書  

 

主 要 用 途 

 

敷地面積

と の 比 

建ぺい率    ％ 
 

容 積 率    ％ 

 
建 築 面 積 
（ 築 造 面 積 ） 

延 べ 面 積 
区 域 面 積 
（ 敷 地 面 積 ） 

申 請 部 分 
㎡ ㎡  

申請以外の部分 
  

合   計 
  ㎡ 

建 築 物 (等 )の 棟 別 の 概 要 

棟 
番号 

用  途 
工事 
種別 

構   造 階数 建 築 面 積 延 べ 面 積 最高の高さ 

     ㎡ ㎡ ｍ 

        

        

        

        

備考 





 

 

第２１号様式（第１５条関係） 

予定建築物等以外の建築等許可決定通知書 
 

 
 
                         平塚市指令（開）第   号 
                              年  月  日 
 
 
 住所                       
 
 氏名                       
 
 
 
                      平塚市長  
 
 
 

    年  月  日付けで申請のあった建築物について、次のとおり決定する。 

 
 
□ 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第４２条第１項ただし書の規定により、次

の条件を付けて許可する。 
  （条件） 
 
 
 
 
 
□ 次の理由により許可しない。 
  （理由） 
 

 
 
 （行政不服審査法及び行政事件訴訟法の規定に基づく教示事項） 





 

 

   第２２号様式（第１６条関係） 

建 築 物 特 例 許 可 申 請 書  
 （提出先） 
  平 塚 市 長 
 
             申請者 住  所 
 
                 氏  名                   ○印  
 
                 電話番号 
 
  都市計画法第４１条第２項ただし書の規定により、次のとおり建築物の許可を申請します。 
 
開発許可の年月日 
及 び 番 号 

       年  月  日 平塚市指令（開）第    号 

定められた制限の内容  

建 築 物 の 用 途  

建築物を建築しよう 
とする土地の所在 
及  び  地  番 

平塚市 
 

許可を受ける具体的内容  

申 請 の 内 容  

※  手 数 料 欄  

 
備考 １ ※印の欄には、記入しないでください。 

２ 次の図書を添付してください。 
(1) 建築物(等)概要書（第２０号様式） 
(2) 付近見取図 
(3) 敷地現況図 
(4) 土地利用計画図 
(5) 建築物平面図 
(6) 建築物立面図 
(7) その他、市長が必要と認める図書 

 





 

 

第２３号様式（第１６条関係） 

建 築 物 特 例 許 可 決 定 通 知 書 
 

 
 
                         平塚市指令（開）第   号 
                              年  月  日 
 
 
 住所                       
 
 氏名                       
 
 
 
                      平塚市長  
 
 
 

平成  年  月  日付けで申請のあった建築物について、次のとおり決定する。 

 
 
□ 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第４１条第２項ただし書の規定により、次

の条件を付けて許可する。 
  （条件） 
 
 
 
 
 
□ 次の理由により許可しない。 
  （理由） 
 

 
 
 （行政不服審査法及び行政事件訴訟法の規定に基づく教示事項） 





 

 

第２４号様式（第１８条関係） 
 

地  位  承  継  届  
                                   年  月  日 

 

 （提出先） 
  平 塚 市 長 
 
             承継人 住  所 
 
                 氏  名                  ○印  
 
                 電話番号 
 
 
  都市計画法第４４条の規定により、次のとおり開発（建築）許可に基づく地位を承継したので届け

出ます。 
 

許可の年月日及び番号       年  月  日  平塚市指令(開) 第    号 

被承継人の住所及び氏名  

承  継  の  原  因  

承 継 年 月 日         年   月   日 

 
備考 １ 承継の原因が相続の場合は承継者の戸籍謄本等を、合併の場合は合併後の法人の登記事項証

明書等を添えてください。 





 

 

第２５号様式（第１９条関係） 

開 発 許 可 承 継 承 認 申 請 書  

 
 
  都市計画法第４５条の規定により開発許可に基づく地位の承継の承認を申請します。 
 
 
                                   年  月  日 
 （提出先） 
  平 塚 市 長 
              申請者 住 所 
 
                  氏 名                    
 
                  電 話 
 

開 発 許 可 番 号         年   月   日  平塚市指令(開) 第    号 

開発区域に含まれる  
地 域 の 名 称  

平 塚 市 

被承継人住所氏名  

自己の居住又は自己の 
業務の用に供するもの 
その他のものの別 

 

工事を施行する権原の 
取 得 年 月 日 

        年   月   日 

工事着手予定年月日         年   月   日 

工事完了予定年月日         年   月   日 

工 事 の 現 況 
 

※ 手 数 料 欄  
 

 
備考 １ ※印の欄には記入しないでください。  

２ 次の図書を添付してください。 
(1) 開発行為に関する工事を施行する権原を取得したことを証するもの 
(2) 申請者の資力及び信用に関する申告書（第３号様式） 
(3) 工事の施行状況に関する図書 
(4) 開発区域区域図 
(5) その他、市長が必要と認める図書





 

 

第２６号様式（第１９条関係） 

開 発 許 可 承 継 承 認 決 定 通 知 書 
 

 
 
                         平塚市指令（開）第   号 
                              年  月  日 
 
 
 住所                       
 
 
 氏名                       
 
 
 
                      平塚市長  
 
 
 

    年  月  日付けで申請のあった開発許可に基づく地位の承継について、次

のとおり決定する。 

 
 
□ 都市計画法第４５条の規定により承認する。 
 
 
 
□ 次の理由により承認しない。 
  （理由） 
 

 
 
 （行政不服審査法及び行政事件訴訟法の規定に基づく教示事項） 





 

 

第２７号様式（第２０条関係）                               

開 発 登 録 簿 
№       

（調書） 平塚市 受付番号 － 

開

発

許

可 

許可番号 平塚市指令(開) 
 第     号 

許 可 を 
受けた者 

住所  

許可年月日    年 月 日 氏名  

承 
 

継 

承認番号 平塚市指令(開) 
 第     号 

承 継 人 
住所  

承認年月日    年 月 日 氏名  

当

初

許

可 

開発区域に 
含 ま れ る 
地域の名称 

平塚市    

開発区域の 
総 面 積 ㎡ 

工 区 
面 積 

 
 
 
 工 区 数 工区 

予定建築物 
の 用 途  都市計画区域 

用途地域等  

都市計画法 
第４１条の 
規定による 
制限の内容 

 

工事施行者 住所  氏名  

変
更
の
許
可 

変更許可の番号 変更許可の年月日 変 更 の 内 容 
平塚市指令(開) 
 第     号 

 
   年  月  日 

 
 

変
更
の
届
出 

変更の届出年月日 変更届受理年月日 届 出 の 内 容 
     

年  月  日 
    

年  月  日 
 
 

工
事
完
了
検
査 

工 区 名 検査済証番号 検査済証交付 
年 月 日 

工事完了公告 
年 月 日 

摘 要（公共施設
のみの場合は、その

名称） 

 
平開審（開許） 
第    号 
   年  月  日 

 
 
   年  月  日 

平塚市告示 
第    号 
    年  月  日 

 

備 
 
 

考 

 
 
 
 
 
 

 公 共施設 の管 理 
管 理 者 市 事 業 主 
道   路   
公園･緑地等   
そ の 他   

※ 都市計画法第４１条第２項ただし書（第３５条の２第４項において準用する場合を含む。）若しくは、第４２条第１項

ただし書の規定による許可又は同条第２項の規定による協議を行った場合には、許可年月日、許可番号等を備考欄に記

入してください。
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第２８号様式（第２１条関係） 
(用紙 縦6.0ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ 横8.5ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ) 

     (表) 
 
 第     号 

身 分 証 明 書 
 

       所 属            
       職 名            
       氏 名            

年  月  日生 
 

上記の者は、都市計画法第82条第2項に規定する立入検査をすることが 
できる者であることを証明する。 

 
        年  月  日 
 

平塚市長  氏 名  印 
 

 
     (裏) 
 

都市計画法 (抜粋) 
 
第８２条 国土交通大臣、都道府県知事若しくは指定都市等の長又はその命じた者

若しくは委任した者は、前条の規定による権限を行うため必要がある場合におい

ては、当該土地に立ち入り、当該土地にある物件又は当該土地において行われて

いる工事の状況を検査することができる。 
２ 前項の規定により他人の土地に立ち入ろうとする者は、その身分を示す証明書

を携帯しなければならない。 
３ 前項に規定する証明書は、関係人の請求があったときは、これを提示しなけれ

ばならない。 
４ 第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解

してはならない。 
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第２９号様式（第２２条関係） 
 

開発行為又は建築等に関する証明書交付申請書  
                                 年   月   日 
 （提出先） 
  平 塚 市 長 
 
             申請者 住  所 
 
                 氏  名                  ○印  
 
                 電話番号 
 
 
  次のことについて都市計画法の規定に適合している旨の証明書の交付を申請します。 
 

建 

築 

物 

等 

に 

関 

す 
る 
事 

項 

敷地の所在及び地番 平 塚 市 

区  域  区  分 
□ 市街化区域 
□ 市街化調整区域 
□ その他の区域 

用途地域  

開発許可等の年月日 
及  び  番  号 

      年  月  日  平塚市指令(開) 第    号 

都市計画法第４１条 
による制限の内容 

 

建 築 (建 設 )計 画 
の   概   要 

開発行為 有  無 開発区域の面積 ㎡ 

用   途  敷 地 面 積 ㎡ 

工事の種別  
建 築 面 積 
(築 造面 積 )  

㎡ 

そ の 他 必 要 事 項 

 

 
備考 １ 次の図書を添付してください。 

(1) 建築確認申請書の写し 
(2) その他、市長が必要と認める図書 
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第３０号様式（第２２条関係） 
 

開発行為又は建築等に関する証明書 
                                 年   月   日 
 住 所 
 
 氏 名            様 
 
                         平塚市長  
 
 
  次のとおり都市計画法の規定に適合していることを証明します。 
 

建 

築 

物 

等 

に 

関 

す 

る 

事 

項 

敷地の所在及び地番 平 塚 市 

区  域  区  分 
□ 市街化区域 
□ 市街化調整区域 
□ その他の区域 

用途地域  

開発許可等の年月日 
及  び  番  号 

  年  月  日平塚市指令（開）第   号 

都市計画法第４１条 
による制限の内容 

 

建 築 (建 設 )計 画 
の   概   要 

開発行為 有  無 開発区域の面積 ㎡ 

用   途  敷 地 面 積 ㎡ 

工事の種別  
建 築 面 積 
(築 造面 積 )  

㎡ 

そ の 他 必 要 事 項 

 

 
備考 





 

 

第３１号様式（第２３条関係） 
 

取  下  げ  届  
 

 
 
  都市計画法          に係る許可申請書について取り下げます。 
 
                                   年  月  日 
 
 （提出先） 
  平 塚 市 長 
             届出者 住 所                     
 
                 氏 名                   ○印  
 
                 電話番号    （   ）            
 

許可を受けようとし

た土地の所在、地番

及  び  面  積 

所在及び地番 平 塚 市 

面   積                ㎡ 

申 請 年 月 日             年   月   日 

 （取下げ理由）  
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第３２号様式（第２４条関係） 
 
 
 
 

 
 

  
都 市 計 画 法 に よ る 開 発 許 可 済 の 標 識 

許可の年月日及び番号 平成  年  月  日  平塚市指令（開）第   号 

許 可 し た 者  

許可を受けた者の 
住 所 及 び 氏 名 

 
                     電話(  ) 

工 事 施 行 者 の 
住 所 及 び 氏 名 

 
                     電話(  ) 

開発区域に含まれる 
地 域 の 名 称 

 平 塚 市 

予定建築物の用途  

工事監理者の氏名  

工 事 予 定 期 間      年  月  日から     年  月  日まで 

検査済証交付年月日 
及び検査済証番号 

 

  
備考 この開発行為について、詳細な内容を知りたい方は、平塚市まちづくり政策部 
  開発指導課に備えてある開発登録簿を御覧ください。 

 

６０ ㎝ 以 上

４
５

 ｃ
ｍ

 以
 上
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第３３号様式（第２４条関係） 
 
 
 
 

 
 

  
都 市 計 画 法 に よ る 建 築 等 許 可 済 の 標 識 

許可の年月日及び番号  平成  年  月  日  平塚市指令（開）第   号 

許 可 し た 者 
 

許可を受けた者の 
住 所 及 び 氏 名 

 
 
                     電話(  ) 

工 事 施 行 者 の 
住 所 及 び 氏 名 

 
 
                     電話(  ) 

建築 (建設 )に係る 
土 地 の 所 在 

 平 塚 市 

建 築物等 の用 途 

 

６０ ㎝ 以 上

４
５

 ｃ
ｍ

 以
 上
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３ 平塚市開発許可等事務処理要項 

 
 （趣旨） 
第１条 この要項は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下「法」という。）、都市計画

法施行令（昭和４４年政令第１５８号。以下「政令」という。）、都市計画法施行規則（昭和４

４年建設省令第４９号。以下「省令」という。）及び平塚市開発行為等取扱規則（以下「規則」

という。）で定めるもののほか、法の運用について必要な事項を定めるものとする。 
 （事前相談） 
第２条 法第２９条、第４２条及び第４３条の規定による開発行為等をしようとする者（以下「申

請予定者」という。）から事前の相談を受けたときは、当該開発行為等に係る許可の手続きの適

正かつ迅速な処理を図るため、事業の施行及び許可申請手続き等について指導を行うものとす

る。この場合において、必要に応じて関係機関等と適宜連絡を図るものとする。 
（１）事前相談は、申請予定者から別に定める図書を添えた次に掲げる事前相談書の提出をもっ

て行うものとする。 
  ア 市街化区域に係るものについては事前相談書（市街化区域用）（第１号様式） 
  イ 市街化調整区域に係るものについては事前相談書（市街化調整区域用）（第２号様式） 
（２）事前相談の概要のうち、主として公共施設に関する設計及び予定建築物の敷地の配置等に

ついて、指導し、及び助言するものとする。 
（３）事前相談の決裁から２年を経過した場合、又は、その内容に重要な変更が生じた場合は、

新たに事前相談を行うものとする。 
 （建築目的の判断） 
第３条 法第４条第１２項に規定する目的の判断に当たり、山林現況分譲又は有姿分譲等にあっ

ては、区画割、区画街路等の状況及び宣伝文書の文言等諸般の事由を総合的にみて客観的に判

断すべきものであり、宣伝文書中に「建築不可」の文言があっても、総合的にみて「建築目的」

と客観的に判断しうるものであれば、開発行為に当たると解する。 
なお、留意点として（１）及び（２）に加えて、（３）から（８）までの内の２項目以上に該

当する場合には、当該土地分譲に建築目的があると判断するものとする。 
（１）土地の区画割 
  ア 戸建て住宅等の建築に適した区画割の判断は、１の区画の形状が四辺形で面積がおおむ

ね１００平方メートル以上のもの 
  イ 分譲地の現地で、区画割が縄張り等で表示されているもの及び公図上で戸建て住宅等の

建築に適した分合筆があらかじめ行われているもの 
（２）区画街路 
  ア 人車の通行に有効となるおおむね４メートル以上の幅員の道（建築基準法（昭和２５年

法律第２０１号）４２条第２項に規定する道路を含む。）に当該土地の各区画が接してい

るもの 
  イ 分譲地の現地で、道路位置が縄張り等で表示されているもの、チラシ等の宣伝物のイラ

スト等で道路が描かれているもの及び公図上で道路相当部分が明示されている等整備が

予定されているもの 
（３）擁壁 
  ア 擁壁が設置済又は擁壁工事が行われているもの 
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  イ チラシ等の宣伝物のイラスト等で擁壁が描かれている等整備が予定されているもの 
（４）販売価格 
  ア 周辺宅地の売買実例価格のおおむね３分の１を超えるもの 
  イ 適当な売買実例がない場合は、近傍宅地の固定資産課税台帳の登録価格を著しく超える

もの 
（５）利便施設 
   上下水道、電気供給施設等の整備がされ、若しくはチラシ等の宣伝物で近い将来整備され

るような説明がなされ、又は付近に購買施設、学校その他の公益施設があり、生活上不便

をきたさないような説明がなされているもの 
（６）交通関係 
   前号と同様に、交通関係が通勤等に便利であるとの説明がなされているもの 
（７）付近の状況 
   第５号及び前号と同様に、付近で宅地開発、団地建設等が行われている、団地等がある、

工場等の職場がある等の説明がなされているもの 
（８）名称 
   「◯◯ランド」、「◯◯台」、「◯◯ヒル」又は「◯◯苑」等住宅団地と誤認するような名称

が付されているもの 
 （定期借地権を活用した開発行為により設置された道路の取扱） 
第４条 定期借地権（借地借家法（平成３年法律第９０号）第２２条の規定による。）を活用して

開発許可を受けた開発行為により設置される当該道路が、現在及び予見可能な将来において、

次に掲げる各号に適合している場合には、平塚市が移管を受けずに私道として取り扱うことが

できるものとする。 
（１）当該道路が将来廃止される見込みが高いため、当該道路を私道として取扱うことが合理的

である等の理由が存する場合で、かつ、開発許可申請者から私道として取扱うよう要望さ

れているとともに適切かつ円滑な維持管理が可能なこと。 
（２）当該道路が、Ｐ型及びＵ型道路並びに沿道宅地へのサービス以外の目的の通過交通が生じ

ない形状及び形態のものであって、開発区域外の者の利用に供される可能性の少ないもの

であること。 
（３）当該道路に設置される排水施設・水道等が、将来私道の廃止に伴って廃止された場合にお

いても周辺の宅地等に影響を与えない設計となっていること。 
（４）開発区域の周辺に適切な規模の道路が設置されること等により、当該道路に交通が流入せ

ず、開発区域の周辺において円滑な交通が図られていること。 
（５） 当該道路の沿道地域が第一種低層住居専用地域若しくは第二種低層住居専用地域にあるか、

又は第一種低層住居専用地域若しくは第二種低層住居専用地域以外であっても、地区計画

若しくは建築協定等により、第一種低層住居専用地域若しくは第二種低層住居専用地域と

同様の規制が行われている低層住宅地であること。 
（６）私道に接する住宅は、多くても２０戸程度とするとともに、道路延長はおおむね１５０メ

ートル以内及び当該開発区域の面積は３，０００平方メートル未満であること。 
（７）大量の雪の除却が必要でない等維持管理が低廉かつ適切になされると想定される道路であ

ること。 
（８）法第３３条の道路に係る技術基準に適合していること。また、道路に係る土地に地上権、
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質権、賃借権等が存しないこと等により、私道となる土地の円滑な維持管理に支障が生じ

るおそれがないこと。 
 （変更許可等の取扱い） 
第５条 法第３５条の２の規定による変更許可等の取扱いは、次のとおりとする。 
（１） 変更許可 

項   目 取 り 扱 い 内 容 

           

１．位置、区域及び規模 
 （法第３０条第１項第１号） 
 （法第３０条第１項第３号） 

 
① 開発区域の拡大、縮小、又は等面積交換などにより区域を変更

する場合 
② 開発区域内で新たに工区を設置する場合、工区数を変更する場

合、工区の位置を変更する場合 
③ 区画数が変わる場合 
 

 
２．予定建築物の用途 
 （法第３０条第１項第２号） 

 

  
① 予定建築物の用途を変更する場合 
・変更後の技術審査項目が変更前と同一または減少する場合 
・変更により、３３条の技術審査項目が追加される場合及び３４

条の許可基準に適合できない場合は、新たな許可とする 
 （当初許可が開発審査会への付議によるものは、再度審査会 
  への付議を要する） 
 

 
３．開発行為に関する 
 設計 
（法第３０条第１項第 3号） 

 
原則として、開発行為に関する設計の変更のうち、法第３３条に

規定される技術に関する再審査を必要とするものは、変更許可の対

象とする 
 

  
（１）公共施設 

 
法第３２条に規定される同意、協議の変更 
①  道路 

   ・道路の位置、形状、及び幅員の変更 
②  公園、広場等 

     ・公園等の位置、形状、及び規模の変更 
  ③  排水施設等 
   ・排水路の位置、構造及び能力を変更する場合 
   ・人孔及び公共ます等の新設、増減設及び廃止 
   ・排水の流末処理方法に変更が生じる場合 
  ④  消防水利施設 
   ・軽微な修正に該当しない大幅な位置等の変更 
  ⑤  法第３２条の協議対象かつ、帰属される施設 
   ・当該施設の位置、形状及び規模の変更 
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（２）設計 
 

 
 (１)  法第３３条に規定される技術審査を要する公共施設以外の 
   施設等 
①  給水施設                                           
 ・給水施設の構造及び能力の変更 
②  樹木の保存、表土の保全 

   ・保存、保全する位置、形状及び規模の変更 
③  緩衝帯 
  ・緩衝帯の位置、形状及び規模の変更 

 (２)  敷地の形状       
  ・造成計画地盤高の変更（0.3ｍを超える切盛土） 

(３) 擁壁（擁壁の新設以外は高さ 2.0ｍを超えるものに限る） 
   ・擁壁の新設（その高さが盛土部 1.0m､切土部 2.0ｍを超え 
       る場合) 
   ・高さの変更 
   ・構造の変更（底盤、配筋、材料等の変更） 
   ・軟弱地盤の改良で工法を変更する場合（杭基礎を含む） 
   ・長さの変更 
 (４) 法面  

  ・法面処理方法の変更（垂直高が 2.0ｍを超える場合） 
   ・法面勾配の変更 

 (５) 地盤改良 
   ・工法の変更 
 

 
４．工事施行者 

（法第３０条第１項第４号） 

                    

 
自己の業務の用に供する建築で開発区域の面積が 1.0ha以上の 

場合及び自己用以外の開発行為の場合で、「軽微な変更」で扱えな

いもの 
 

 
５．開発行為の区別 
 （法第３０条第１項第５号） 

 
 自己居住用、自己業務用、自己用外の区別を変更する場合。ただ

し、変更により法第３３条の技術審査項目が追加される場合及び第

３４条の許可基準に適合できない場合は、新たな許可とする 
 

 
６．法第３４条の該当号 
の別 
（法第３０条第１項第５号） 

  
法第３４条の各号及びその理由を変更する場合。ただし、変更に

より法第３３条及び第３４条の許可基準に適合できない場合は、新

たな許可とする 
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７．資金計画 
 （法第３０条第１項第５号） 

  
 資金計画に変更のある場合 

 

（２） 軽微な変更届（法第３５条の２第１項ただし書、第３項） 
項   目 取 り 扱 い 内 容 

 
１．予定建築物等の敷地 
 の形状         
  （省令第２８条の４第２号） 

  
 全体の区域、宅地の区画数は変更しないが、敷地の規模、形状を

変更する場合で、下記の範囲内におさまる場合 
 ・予定建築物の敷地の規模の増減が、１０分の１未満の場合 
 ・住宅以外の建築物等の敷地の規模の増加を伴うもので、敷地の 
  規模が１０００㎡未満の場合 
 

 
２．工事施行者 
 （省令第２８条の４第２号） 

 
① 自己の居住用の開発行為、又は自己の業務用の開発行為で 1.0 
  ha未満の場合 
② 工事施行者の住所、又は氏名・名称、若しくは代表者が変わ 
った場合 

③ 法人の合併、吸収等により社名、及び代表者を変更した場合 
 

 
３．工事着手又は完了日 
 （省令第２８条の４第３号） 

 
工事着手予定年月日、又は工事完了予定年月日を変更する場合 

 
第６条 規則第１１条の規定による軽微な修正届の取扱いは、次のとおりとする。 

項   目 取 り 扱 い 内 容 
 
１．予定建築物の計画 

 
 間取りや面積等が変わった場合で、許可基準に適合している場合 

 
２．申請者の住所等 

 
申請者の住所、又は法人の代表者を変更した場合 

 
 
３．設計者の変更 

 
設計者を変更する場合 

 
 
４．工事施行者 

 
 下請負業者を変更する場合 
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５．設計 

 

  
（１）道路 
 

 
・道路の表層処理を変更する場合 
・道路勾配を変更する場合で、造成計画上変更許可の対象となら 
ない場合 
 

 
（２）排水 
 

 
・排水管及び桝等の種類、材料、寸法の変更、又は排水経路、吐 
口の位置の変更（宅内排水設備に伴うもの） 

 
 
（３）給水 

 
・給水経路、引込み径の変更 

 
 
（４）造成 
 

 
・変更許可対象の範囲に満たない変更の場合 
・境界明示の工作物を変更する場合 
・隣接地の現況が変わった場合 
 

 
（５）公共施設等 

 
・敷地に含まれる防火水槽の位置・構造の変更及び敷地に含まれ 
る消火栓の位置の変更で、公共施設管理者の許容範囲内の場合 

・敷地に含まれる公益的施設の位置を変更する場合 
・敷地に含まれる緑地の位置及び面積を変える場合等 
 

 
 （単なる形式的な区画の分割又は統合） 
第７条 再開発型開発行為については、建築物の建築に際し、切土、盛土等の造成工事を伴わず、

かつ、従来の敷地の境界の変更について、既存の建築物の除却や並びにへい、かき、さく等の

除却及び設置が行われるにとどまるもので公共施設の整備の必要がないと認められるものは、

開発行為に該当しないものとし、判断基準及び取扱いは次によるものとする。 
（１）従来の敷地 
  ア 現に建築物（仮設建築物及び違反建築物の敷地は、除く。）が存する土地 
  イ 土地登記簿の地目が「宅地」である土地で、現在、農地や山林として利用されていない

土地 
  ウ 固定資産課税台帳の現況課税地目が、「宅地」である土地で、現在、農地や山林として利

用されていない土地 
  エ 従前、建築物の敷地として利用されていた土地で、現在、農地や山林として利用されて

いない土地 
  オ 建築物の敷地又は特定工作物の用地として造成された土地（緑地、未利用地等は、除く。）
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で、次のいずれかに該当する土地 
   （ア）法に基づく開発行為の許可を受け、工事の完了公告がされた土地 
   （イ）旧住宅地造成事業に関する法律によって認可を受け､工事の完了公告がされた土地 
   （ウ）土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）に基づく認可を受け、換地処分の公

告がされた土地 
   （エ）法第２９条第４号、第６号、第７号、第８号又は第９号に該当する開発行為が終了

した土地 
   （オ）建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）に基づく総合設計制度又は法に基づく特

定街区制度の適用を受けて行われるもので､歩道状の公開空地等が主要な前面道路に

沿い､当該前面道路に接する敷地全長にわたって適切に確保されている土地 
   （カ）建築基準法に基づく道路位置指定が行われた際に、道路と一体に造成された土地 
（２）前号に規定する従来の敷地のうち前号オ(ア)から(オ)までを以下「整備済団地」という。 
（３）公共施設の整備の必要がないと認められるものとは、政令第１条の２に規定する公共の用

に供する施設について、新設、拡幅整備、用途廃止及び付替えの必要がないものをいう。 
（４）前号で規定するもののほか、公共施設管理者との十分な調整を踏まえ、法第３３条の規定

を準用して行うものとするが、原則としてそれぞれ次の基準を満たしているものをいう。 
  ア 公園等 
    自己の居住の用に供する建築物を建築する場合を除き、当該敷地の面積が３,０００平方

メートル以上のものについては、当該敷地が整備済団地に存し、かつ、当該団地内に面

積の合計が当該団地面積の３パーセント以上の公園等が設けられていること。あるいは、

当該敷地の周辺に相当規模の公園等が存するなど当該敷地の周辺の状況（開発区域から

２５０メートル以内に面積が２,５００平方メートル以上の既設の公園が設置されてい
る場合。ただし、既設の公園との間に国道、県道（中央帯等により人を横断させないよ

うに整備していると市長が認めた道路に限る。）、鉄道又は河川が横断する場合は、この

限りでない。）並びに予定建築物の用途及び敷地の配置を勘案して特に必要がないと認め

られるもの 
  イ 道 路 
    自己の居住の用に供する建築物を建築する場合を除き、当該敷地が接する道路の幅員が

６メートル以上（敷地面積が１，０００平方メートル以上で住宅以外の建築物を建築す

る場合は、９メートル以上）であること。ただし、当該敷地が整備済団地に存し、当該

建築物の建築により交通量の著しい増加がない場合又は当該敷地が整備済団地以外に存

し、現況幅員４メートル以上の道路（小区間のものに限る。）に接し、当該建築物が専用

住宅若しくは集合住宅で当該道路の交通量が少ない場合は、この限りでない。 
  ウ 汚水処理 
    当該敷地が下水道法（昭和３３年法律第７９号）による公共下水道の使用開始の公示が

なされている処理区域内に存していること。ただし、当該敷地が整備済団地に存し、当

該建築物から排出される汚水に対して既存下水道の改善の必要がないと認められる場合、

又は整備済団地以外に存し、当該建築物から排出される汚水に対して合併浄化槽で対応

し既存下水道の改善の必要がないと認められる場合は、この限りでない。 
  エ 雨水処理 
    当該敷地が下水道法による公共下水道の使用開始の公示がなされている処理区域内に存
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していること。ただし、当該敷地が整備済団地に存し、排出される雨水に対して既存下

水道の改善の必要がないと認められる場合又は整備済団地以外に存し、排出される雨水

に対して敷地内浸透設備（建築物の躯体に一体に組み込んで設置する貯留槽を含む。）で

対応し、既存下水道の改善の必要がない場合は、この限りでない。 
（５）単なる形式的な区画の分割又は統合に関する注意点 
  ア 小区間とは、当該敷地が幅員６（９）メートル以上の道路からおおむね１２０メートル

以下の距離にあるものをいう。 
  イ ２以上の道路に面する場合は、１の道路の幅員が４メートル以上あれば要件を満たすも

のとし、その他の道路は４メートル未満であっても既に当該敷地側に拡幅整備済であれ

ばこの対象とする。 
  ウ 汚水とは、生活若しくは事業（耕作の事業を除く。）に起因し、又は付随する廃水をいう。 
  エ 既存下水道とは、排水管及び汚水処理場等（道路側溝を含む。）をいい、敷地内の排水管

及び浄化槽等は含まない。ただし、道路側溝については、接続にあたって管理者の同意

が得られないときは既存下水道の改善が必要とみなす。 
  オ 既存下水道が、当該団地が整備されたときの想定人口を超える等の理由で、排水能力に

不足が生じ改善の必要性があるか否かを判断する。 
 （工事施行者の能力） 
第８条 法第３３条第１項第１３号に規定する工事施行者の能力の有無は、当該工事の難易度、

過去の事業実績等を勘案し、審査する書類については、法人の登記簿謄本、事業経歴書及び建

設業の許可証明書を求めるものとする。ただし、市長が必要と認めるときは、平塚市契約規則

（昭和３９年規則第３２号）を例とし、別に必要書類の提出を求めるものとする。 
 （関係権利者の同意） 
第９条 法第３３条第１項第１４号に規定する開発行為の妨げとなる権利を有する者の同意のう

ち、財務省所管の普通財産（以下「国有畦畔」という。）については、国有畦畔の払下申請を行

ったことを証するものを法第３０条の申請に添付することをもって同意書に代えるものとする。 
 （道路の設計基準） 
第１０条 開発区域内に設置する道路は、当該区域の規模、予定建築物の用途及び敷地の規模並

びに予想される交通量に応じて第１表による道路幅員を標準とし、おおむね１０ヘクタール以

上の住宅団地については、第１図を標準として適正な配置をするものとする。また自己の業務

用の開発行為にあってもこれに準じて行うものとする。 
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 第１表（標準道路幅員） 

種   類 
道 路 幅 員 

備     考 
合計幅員 車道 歩 道 

Ａ 一般区画街路 ６ｍ － － 
・住宅敷地の道路 
・住宅敷地以外で１，０００平方メー

トル未満の敷地に接する道路 

Ｂ 主要街路 ９ｍ ６ｍ １.５ｍ×２ 

・住宅敷地以外で１，０００平方メー

トル以上の敷地に接する道路 
・交通量が多いと予想される用途の予

定建築物が面する道路 
・おおむね５ヘクタール以上の開発区

域に設ける主要な道路 
・その他、歩車道分離が望ましい道路 

Ｃ 幹線街路 １２ｍ ９ｍ １．５ｍ×２ 

・交通量が著しく多いと予想される道 
 路 
・おおむね２０ヘクタール以上の開発

区域に設ける主要な道路又は当該開

発区域及び周辺地域の幹線道路と予

想される道路 
  （注）１ 歩道に並木を設ける場合の歩道幅員は、２．５メートル以上とする。 
  （注）２ 歩道は、道路の片側のみに設けることもできる。 
  （注）３ 開発区域内の主要な道路を、区域外の道路に接続させるため設ける主要な取付け

道路の幅員は、開発区域内の主要な道路の幅員以上とする。 
  
 
 

Ａ＝ 6ｍ(一般区画街路) 
                       
Ｂ＝                                   Ｂ＝ 9ｍ(主要街路) 
 

 
Ｃ＝12ｍ(幹線街路) 

                                  
                                  
 
 
          250ｍ     250ｍ  
              500ｍ 

 
２ 街区の大きさは、予定建築物の用途並びに敷地の規模及び配置を考慮して定め、住宅地にお

ける街区の長辺は、１２０メートル以内とする。 

 
Ａ 

 
250ｍ 

 
250ｍ 

第１図 
 

Ｂ 
 
 
 

Ｃ 

 
 
 
 
 
 

500ｍ 
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３ 道路の幅員は、排水施設等の構造に応じて第２図、第３図及び第４図のいずれかによるもの

とする。 
 

 第２図                    第３図 
 
     道路幅員                    道路幅員 

 

 

 

 

 

 

   第４図 

 

                    道路幅員 

     歩道幅員           車道幅員             歩道幅員 

 

 

 

 

歩道境界石 

 

 
 （敷地の安全に関する基準） 
第１１条 開発区域内の地盤が軟弱である場合には、ボーリング等による地質調査の結果報告書

を求め、著しく軟弱な地盤に盛土を行うことによる地盤沈下又は隆起等により被害の生じない

ように考慮するものとする。 
 （擁壁の設計基準） 
第１２条 擁壁の構造は、宅地造成等規制法施行令（昭和３７年政令第１６号）第５条から第１

０条までに定める基準に適合するものとする。 
 （公共施設等の配分） 
第１３条 法第３３条第１項第６号に規定する公共施設等の配分にあっては、近隣住区を標準に

第２表を参考とするものとする。 
第２表 
住区数 （隣保区） （分 区） １（近隣住区） ２（地区） ４（地区） 

戸数 
５０ 
～１５０ 

５００ 
～１,０００ 

２,０００ 
～２,５００ 

４,０００ 
～５,０００ 

８,０００ 
～１０,０００ 

人口 
２００ 
～６００ 

２,０００ 
～４,０００ 

７,０００ 
～１０,０００ 

１４,０００ 
～２０,０００ 

２８,０００ 
～４０,０００ 

教育施設  幼稚園 小学校 中学校 高等学校 
福祉施設  保育所託児所   社会福祉施設 
保  健  診療所 診療所（各科）  病院・保健所 
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保  安 
消火栓 
防火水槽 

警察駐在所 警察交番  
警察署 
消防署 

集会施設 集会室 集会場  公民館 
文化施設    図書館 
管理施設    市役所出張所等 
通信施設  ポスト 郵便局 
商業施設  日用品店舗 専門店・スーパーマーケット 
サービス施設   新聞集配所 銀  行 娯楽施設 
 （建築制限解除基準） 
第１４条 建築制限の解除は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときに承認するものとす

る。 
（１）自己の居住又は自己の業務の用に供する目的の開発許可である場合は、次の各号のいずれ 

にも適合していること。 
  ア 公共団体に帰属する公共施設が完了していること。ただし、完了前に建築行為を行わな

いと公共施設が著しく破損するおそれがある場合は、この限りでない。 
  イ 開発行為に関する工事を完成させるに障害とならないもの 
  ウ 当該建築物の敷地が、政令第２８条で定める基準に適合しているもの 
  エ 当該建築行為により、開発区域及びその周辺の地域に災害が生じないもの 
（２）前項の目的以外での開発許可である場合は、次に掲げるいずれかに該当し、前項各号に適

合していること。 
  ア 開発行為に関する工事が相当進んでおり、完了する期日が明確となっているもの 
  イ 収用対象事業の施行により、建築物の移転又は除却のため、必要やむを得ないもの 
  ウ その他、特に必要と認められるやむを得ない理由があるもの 
 （法第４１条の制限の撤回） 
第１５条 法第４１条の規定に基づく制限が定められた開発区域内の土地が、その後において市

街化区域に編入された場合は、遅滞なく、当該制限を撤回するものとする。 
２ 前項の規定による撤回は、開発登録簿中の「都市計画法第４１条の規定による制限の内容」

欄に撤回の日及び同条の制限を撤回した旨の記載をもって行うものとする。 
３ 前項の規定による撤回の日は、当該都市計画決定の告示日とする。 
   附 則 
 この要項は、平成１３年４月１日から施行する。 
   附 則 
 この要項は、平成２０年７月１日から施行する。 
   附 則 
 この要項は、平成２６年７月１日から施行する。 
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第１号様式（第２条関係） 
 

合 

議 

担当長 担当者 

事 前 相 談 書（市街化区域用） 
部長 課長 担当長 担当者 

※整理番号  地図ページ 平成  年度版東・西Ｐ 

申請予定者 
 

  住 所 
 
氏 名 

 
電 話 

 
 
 
 
 
 

 （   ） 

代理人 
住 所 
氏 名 

 
 
 
      電話 
  担当者・連絡先 

設計者  
工事施行者  

開発区域の  
地名・地番  平塚市 

予定建築物 用途(               ) 棟数(   棟) 戸・区画数(   戸・区画) 

設計の方針 
(開発目的･造成計
画排水計画〔雨水・

汚水道路など〕の公

共施設の配置計画

等を記入) 

 
 

開
発
区
域
の
状
況 

用途地域  
その他の地域地区 河川区域・河川保全区域・風致地区・都市計画道路・都市計画河川・区画整理促進区域 

接

続

道

路 

主

た

る 

道路の名称  
排
水
放
流
先 

放流先の 
種類(名称) 

 

管 理 者  
管 理 者  

道路の幅員  
整備状況 整備済･新設･改良･その他 

共

施

設

整

備

計

画 
土

地

利

用

及

び

公 
土地利用 宅 地 道路用地 公園用地 排水施設用地 そ の 他 

(      ) 合   計 

面 積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 

比 率 ％ ％ ％ ％ ％ １００ ％ 

※処理経過  年・月・日 ※相談概要・処理方針 
 
 
 
 
 
 
なお、決裁の上は本書、相談概要・処理方針及び指示事項写しを関係課

及び申請予定者へ送付いたしたい。 

自己住 
自己業 
自己外 

相談書受付  ・ ・ 

現 地 調 査  ・ ・ 

決   裁 ・ ・ 

代理人等への連絡 ・ ・ 

関係課通知  ・ ・ ※指示事項 
 

プ ロ ッ ト  ・ ・ 

代理人等確認欄 ・ ・ 

※ 事前相談書には裏面の図面を添付してください。 
※ 太枠内のみ記入してください。 





 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付図書：この事前相談書には次の図書を添付してください。                                   

(1) 区域図 ＜案内図的なもので開発区域が分かるようにしてください。＞ 

(2) 現況図 ＜開発区域内の既存建築物及び擁壁（建築基準法上、工作物の確認申請が必要なものは、

確認及び検査済の番号及び日付を記入してください。）等の既存工作物や隣地境界構造物等を明示し、

開発区域周辺の道路、公園、河川その他公共施設の位置、形状、幅員、名称、種別等を記入し、開発

区域及び周辺の現況地盤高を記入してください。＞ 

(3) 公図写 ＜開発地及び隣接する土地の所有者氏名、地目、地積を記入し、複写場所、複写年月日、

複製者氏名を記入してください。なお、隣接する土地の隣地が同一所有者である場合は

同様に各情報を記入してください。＞ 

(4) 土地利用計画図 ＜前面道路等計画、給・排水計画、駐車場、駐輪場、緑化計画、開発地及び 

隣地境界構造物等を明示してください。＞ 

(5) 求積図 ＜面積算定式を明示してください。なお、道路後退、隅切り及びごみステーション等が 

発生する場合は、それぞれの求積図（算定式を含む。）も添付してください。＞ 

(6) 造成計画平・断面図 

      ＜建物も含んで作成し、切土部分は「黄」、盛土部分は「赤」で着色してください。また、

３０ｃｍを超える切土・盛土等の範囲を明示し、その面積を表示してください。なお、

切土・盛土が発生しない場合は、土地利用計画図に「切土盛土なし」等の記載に変える

ことも可能です。＞ 

(7) 給・排水計画平面図 

      ＜開発区域が小規模の場合は、土地利用計画図に兼ねることも可能です。＞ 

(8) その他 ＜予定建築物平面図・立面図・断面図等＞ 





 

   

 
第２号様式（第２条関係） 
 

合 

議 

担当長 担当者 

事 前 相 談 書（市街化調整区域用） 部長 課長 担当長 担当者 

整 理 番 号   

用 件 １ 開 発 許 可 ２ 建 築 許 可 ３ その他（                 ） 

処 理 方 針 １ 提案基準  第    号 
２ 市条例   第  条第  号 

相談者住所 
氏名 

 
 

       ℡ 
建築主住所 
(開発者)氏名 

 

位   置 平塚市 

予定建築物 
用  途（         ） 構造（         造） 階数（       階） 
棟・戸数（   棟    戸） 
敷地面積（        ㎡） 延べ面積（        ㎡） 

相談概要・処理方針  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

指示事項 
 
 

 
 
 
 
 
相談書受付 現 地 調 査 決 裁 相談者等への連絡 関係課通知 プ ロ ッ ト 地  図 

・  ・ ・  ・ ・  ・ ・  ・ ・  ・ ・  ・  
※太枠内のみ御記入ください。 相談者等確認欄 ・  ・  





 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

１ 平塚市開発審査会条例 

平成１２年１２月１９日 
条例第２６号 

 （趣旨） 
第１条 この条例は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下「法」という。）第７８条第

８項の規定に基づき、平塚市開発審査会 （以下「審査会」という。）の組織及び運営に関し、
必要な事項を定めるものとする。 

 （所掌事務） 
第２条 審査会は、法第５０条第１項に規定する審査請求に対する裁決その他法によりその権限

に属させられた事務を行う。 
 （組織） 
第３条 審査会は、委員５人をもって組織する。 
 （委員の任期） 
第４条 委員の任期は、２年とする。 
２ 委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
 （会長） 
第５条 審査会に会長を置き、委員の互選による。 
２ 会長は、会務を総理し、会議の議長となる。 
３ 会長に事故があるときは、委員のうちから会長があらかじめ指名する者がその職務を代理す

る。 
 （会議） 
第６条 審査会は、会長がこれを招集する。 
２ 審査会は、会長（会長に事故があるときは、その職務を代理する者）のほか、委員の過半数

の出席がなければ、会議を開くことができない。 
３ 審査会の議事は、出席者の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところに

よる。 
 （意見等の聴取） 
第７条 会長は、会議の運営上必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、

その意見又は説明を聴くことができる。 
 （委任） 
第８条 この条例に定めるもののほか、審査会の運営に関し必要な事項は、規則で定める。 
   附 則 
１ この条例は、平成１３年４月１日から施行する。 
２ 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３１年条例２３号）の

一部を次のように改正する。 
（次のよう）略 
 
 
 
 
 





 

 

２ 平塚市開発審査会条例施行規則 

平成１３年３月２７日 
規則第３０号 

（趣旨） 
第１条 この規則は、平塚市開発審査会条例（平成１２年条例第２６号。以下「条例」という。）

第８条の規定に基づき、平塚市開発審査会（以下「審査会」という。）の運営等について必要な

事項を定めるものとする。 
（会議の招集） 
第２条 会長は、条例第６条の規定に基づき、審査会の会議を招集しようとするときは、会議開

催の日前３日までに会議の日時、場所及び付議すべき事項を委員に通知しなければならない。

ただし、緊急やむを得ない場合は、この限りでない。 
（会議録） 
第３条 会長は、審査会の会議が終了したときは、会議の経過、出席委員の氏名等必要な事項を

記載した会議録を作成しなければならない。 
２ 前項に規定する会議録には、会長及び会議において定めた委員１人が署名しなければならな

い。 
（庶務） 
第４条 審査会の庶務は、まちづくり政策部まちづくり政策課で処理する。 
（会長印） 
第５条 会長の印は、別表のとおりとする。 
２ 前項の規定による会長の印の取扱い等については、平塚市公印規則（昭和４８年規則第３５

号）の規定を準用する。 
（委任） 
第６条 この規則に定めるもののほか、審査会の運営に関し必要な事項は、会長が審査会に諮っ

て定める。 
 
附 則 
この規則は、平成１３年４月１日から施行する。 
附 則 
この規則は、平成２３年４月１日から施行する。 
 
 
別表（第５条関係） 

名称 書体 形式 寸法 

ミリメートル 

個数 保管者 用途 

平塚市開発

審査会会長

印 

てん書 

 

方２１ １ まちづくり政策

部まちづくり政

策課長 

開発審査会会長

名をもってする

文書 

 





 

 

３ 平塚市開発審査会の所掌事務一覧表 

 

  区   分         項           目 

開発行為に関する審査

請求に対する裁決 

次の処分又はこれに係る不作為についての審査請求に対して裁

決を行うこと。（法第５０条第１項） 

 １ 開発行為の許可（法第２９条） 

２ 変更の許可法第（法第３５条の２第１項） 

 ３ 市街化調整区域内における建築物の特例許可 

                （法第４１条第２項ただし書）

 ４ 予定建築物以外の建築物等の許可 

（法第４２条第１項ただし書）

 ５ 市街化調整区域内における建築物の新築等の許可 

                 （法第４３条第１項） 

 ６ これらの規定に違反した者に対する監督処分 

（法第８１条第１項） 

  その他都市計画法に

よりその権限に属せられ

た事項 

 １ 市街化調整区域内で行われる開発行為のうち、開発区域の周

辺における市街化を促進するおそれがないと認められ、かつ、

市街化区域内において行うことが困難又は著しく不適当と認め

られるものとして市長が許可しようとする場合に審議を行うこ

と。（法第３４条第１４号） 

 ２ 市街化調整区域内で行われる開発行為の伴わない建築等のう

ち、当該建築物又は第一種特定工作物の周辺における市街化を

促進するおそれがないと認められ、かつ、市街化区域内におい

て建築し、又は建設することが困難又は著しく不適当と認めら

れる建築物又は第一種特定工作物として市長が許可しようとす

る場合に審議を行うこと。（令第３６条第３号ホ） 

３ 土地区画整理法第９条第２項（施行認可の基準）及び同法第

２１条第２項（設立の認可の基準等及び組合の成立）の規定に

より、市街化調整区域内において行われる土地区画整理事業の

認可に際して、当該土地区画整理事業が、法第３４条第１４号

に該当する場合に審議を行うこと。 

 

 
 





 

 

４ 平塚市開発審査会の会議・会議録の公開指針 

 
平成１５年７月２３日制定第１６回平塚市開発審査会承認 

平成１年３月２３日一部改正第３４回平塚市開発審査会承認 
平成２６年４月２４日一部改正第７４回平塚市開発審査会承認 

 
表中における考察欄の「情報の具体例」は、公開又は非公開に該当すると考えられるものを例

示したものであり、そのすべてを掲げたものでない。また、例示した情報が常に非公開情報に該

当することとはならないので、請求のあった情報が非公開情報に該当するか否かは、個々の情報

の内容を十分に検討して個別具体的に判断する必要がある。 

 

１ 会議録の公開 

項   目 対   応 考   察 

一般案件に係るもの 要点筆記の会議録を公開とす

る。 
（この会議録の作成にあたっ

て、要点筆記とし、申請案件を

議案名で処理する。また、発言

委員等の氏名は伏せ、単に委員、

事務局と記載する。） 

 

 附属機関の会議録の作

成については、法及び条例

等に特段の規定がないた

め機関毎の裁量となるが、

情報公開の見地から、どの

ような議論がなされたか

が分かる程度とする。 

審査請求に係るもの 口頭審理、発言全部の筆記と

し、他の審議については、要点

筆記として公開する。 

 口頭審理は、都市計画法

の規定で公開で行うこと

となっている。 
また、書面審理と違い、

一言一言の言葉のニュア

ンスが重要視されるため、

非公開情報以外は発言全

部を公開とする。 
 

その他 提案基準等の策定、改廃など

に係るものは、要点筆記とし、

非公開とする。 

 未成熟な情報であり、混

乱を生じさせかねない。 
情報公開条例第５条第３

号「審議等に関する情報」 

 

 

 

 

 

 





 

 

２ 会議の公開 

項   目 対   応 考   察 

審査請求に係るもの  法規定のある口頭審理以外

は、非公開とする。 
公開することにより、率

直な意見の交換、意思決定

の中立性が損なわれる。 
情報公開条例第５条第

３号「審議等に関する情

報」 

 

 

項   目 対   応 考   察 

提案基準１ 
市街化調整区域内に存する事業

所のための従業員宿舎 

会議を公開とする。 
ただし、新規事業の拡大に係

らないもの若しくは従業員の個

人情報に係らないものとする。 

新規事業の拡大により

従業員宿舎が必要となる

場合は、正当な利益を害す

ると考えられるが、それ以

外は周知のものと考えら

れる。 
提案基準２ 
市街化区域内に存する事業所の

ための従業員宿舎 

会議を公開とする。 
（提案基準１に同じ） 

（提案基準１に同じ） 

提案基準３ 
農家等の分家住宅 

会議を非公開とする。 家族の状況や経済的理

由が審議にでるため、個人

に関する情報に抵触する。 

提案基準４ 
法第２９条第１項第３号に規定

する公益上必要な建築物に類す

る建築物 

会議を公開とする。 自治会館等は不特定多

数が利用するものであり

非公開情報には該当しな

いと考えられる。 





 

 

提案基準６ 
土地収用対象事業による代替建

築物 

会議を非公開とする。 
ただし、法人や自己業務のも

のにあっては、案件毎の判断と

する。 

自己居住の住宅は、住

所、氏名、住宅規模等個人

に関する情報に抵触する。 
法人や自己業務のもの

にあっては、立地場所によ

る販売活動や土地の保有

状況など信用関係に触れ

ることもあり、法人に関す

る情報に抵触するおそれ

があるため、案件毎に公

開、非公開とする。 

提案基準９ 
建築物の建替え等 

会議を非公開とする。 
ただし、法人や自己業務のも

のにあっては、案件毎の判断と

する。 

自己居住の住宅及び兼

用住宅は、規模の拡大、延

べ床面積、家族構成等の個

人に関する情報に抵触す

る。 
他の建築物にあっては、

同一の規模と用途であれ

ば周知のものと考えられ

るが、案件毎に公開、非公

開とする。 
提案基準１０ 
第二種特定工作物以外の運動・

レジャー施設である工作物及び

墓園に必要不可欠な建築物 

会議を公開とする。 必要不可欠な建築物は、

個人又は法人に関する情

報といえるが、運動、レジ

ャー施設及び墓園は多数

の者が利用されることが

予想されること、また、許

可後において直ちに着工

されることが一般的であ

るため、営業活動等に不利

益が生じないと考えられ

る。 
提案基準１１ 
研究施設 

会議を非公開とする。 研究目的及び研究内容

が当該市街化調整区域内

に立地する理由として成

り立つかを審議するため、

将来に向けての生産活動、

営業活動に不利益を与え

ることが予想される。 





 

 

提案基準１４ 
社寺仏閣及び納骨堂等 

会議を公開とする。 
ただし、庫裏のみの建築に係

るものを除く。 

本提案は、信者の教化育

成や教義を広めるもので

あり、多数人に解放されて

いるもので非公開情報に

該当しないと考えられる。 
ただし、庫裏にあって

は、専ら住居として利用す

るものであり、規模等が個

人に関する情報に抵触す

ると考えられる。 

提案基準１８ 
既存宅地 

会議を公開とする。 
ただし、自己の居住の用に供

する部分を有する住宅に係るも

のを除く。 

宅地要件の判断につい

ては、個人に関する情報に

抵触するおそれは少ない

と考えられる。 
ただし、自己の居住の用

に供する部分を有する住

宅に係るものは、住宅を必

要とする事由説明が経済

的、家庭的などの個人に関

する情報に抵触するおそ

れがある。 

 

提案基準２０ 
建築物の用途変更 

会議を非公開とする。 建物用途の変更若しく

は一身専属性の解除を行

うにあたっては、農業従事

者の資格喪失、経済状況の

事実説明、居住実績及び家

庭的事情の事実説明が主

なものとなり、個人に関す

る情報に抵触すると考え

られる。 





 

 

提案基準２１ 
付属建築物として最低限必要な

管理棟 

会議を公開とする。 本基準は、駐車場、資材

置場若しくは産業廃棄物

処理施設の適正な管理を

目的とした管理棟を建築

するもので、当該施設規模

に応じて管理棟の規模も

定まっていることから、正

当な利益を害するものに

あたらないと考えられる。 

その他 ケース毎の判断とする。  

公   開      ７ 

非 公 開      ５ 

 

『参考』 

※ 開発登録簿は、利害関係人、善意の第三者の権利利益の保護、情報開示及び違反防止などの

充実を図ることを目的として調製されている。（法第４７条） 

 この開発登録簿は、法第２９条の開発許可の時点で調製（住所、氏名、開発区域及び図面で構

成）され、法第４１条第２項ただし書又は法第４２条第１項ただし書の許可があった場合は追記

される。 

※ 法第４３条の建築許可については、開発登録簿等の備え付けについての法規定はなく、事務

処理上で台帳及び住宅地図への表示のみとなっている。 

 この情報については、慣行として地図の閲覧及び許可日、許可番号などは口頭により開示して

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





 

 

５ 平塚市開発審査会傍聴要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、平塚市附属機関の会議の公開に関する要綱第４条第３項の規定に基づき、

平塚市開発審査会の会議の傍聴に関し必要な事項を定める。 

（傍聴席の区分） 

第２条 傍聴席は、一般席及び報道関係者席に分ける。 

（傍聴人の制限等） 

第３条 会長は、会議の都度、会議を行う場所の収容人員等を考慮して、一般席の傍聴人の数を

定めることができる。 

２ 傍聴を希望する者が前項の数を超えるときは、抽選により傍聴人を決定するものとする。 

３ 会議の一部を非公開とするとき、又は全部を非公開とするときは、平塚市開発審査会条例施

行規則（以下「規則」という。）第６条の規定に基づき決定する。 

（傍聴の禁止） 

第４条 次の各号のいずれかに該当する者は、傍聴することができない。 

（１）酒気を帯びていると認められる者 

（２）他人に危害を及ぼすおそれのある物を携帯している者 

（３）ゼッケン、たすき、のぼり、プラカード、笛、拡声器、その他示威的なおそれのある物を

携帯している者 

（４）その他会議の秩序を乱し、会議に支障を及ぼすおそれのある物を携帯している者 

（傍聴人の遵守事項） 

第５条 傍聴人は、会場において静穏を保持し、次の各号の事項を守らなければならない。 

（１）会議における発言に対して、拍手その他の方法により可否を表明しないこと。 

（２）飲食又は喫煙をしないこと。 

（３）みだりに席を離れないこと。 

（４）携帯電話その他音を発する情報通信機器等の電源を切っておくこと。 

（５）会議の秩序を乱し、会議の妨害となるような行為をしないこと。 

（６）その他係員の指示する事項 

（写真、録音等の許可） 

第６条 傍聴人は、会場において写真等を撮影し、又は録音等をしようとする場合には、あらか

じめ会長の許可を受けなければならない。 

２ 会長は、前項の許可を行うにあっては、規則第６条の規定に基づき決定する。 

（秩序の保持） 

第７条 会長は、会議の円滑な運営を図るため、傍聴人に指示し、又は事務局の職員をもって指

示させることができる。 

２ 会長は、傍聴人がこの要領に違反したときは、これを制止し、その指示に従わないときは傍

聴人を退場させることができる。 

附 則 

この要領は、平成１５年７月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成２６年４月１日から施行する。 





 

 

 
  



 

 

 

 

 

 

平塚市まちづくり政策部開発指導課 

直通電話 ０４６３－２１－８７８９（開発審査担当） 

          ２１－８７８２（調査指導担当・開発調整担当） 

Ｆ Ａ Ｘ ０４６３－２１－９７６９ 

ホームページ：http://www.city.hiratsuka.kanagawa.jp/kaichou/ 

Ｅ メール ：kaihatsu@city.hiratsuka.kanagawa.jp 

 

 

 

≪表紙・背表紙は、平塚市で栽培した非木材紙（ケナフ）です。≫ 
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